
《 環境経営のPDCA図 》
【全体構成】

九州電力の環境経営

　九州電力グループは、事業活動に伴い環境負荷を発生している企業グループとして、環境保全に真摯に取り組んでいく責務があると認識し
ています。
　このため、環境保全を経営の重点課題として位置付け、事業活動全般にわたって、事業活動と環境を両立する「環境経営」を推進しており、
取組みの指針として、環境活動の心構えや方向性を示した「九州電力グループ環境憲章」を制定しています。

　経営層と直結した推進体制を構築するとともに、社外有識者による評価機関を設けています。

持続可能な社会の実現に貢献し続けていくために、事業活動と環境を両立する

「環境経営」を九州電力グループ一体となって推進しています。
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～環境にやさしい企業活動を目指して～九州電力グループ環境憲章

九州電力グループは、持続可能な社会の実現を目指して、グローバルな視点で地球環境の保全と地域環境との共生
に向けた取組みを展開します。
１　地球環境問題への適切な対応と資源の有効活用に努め、未来につなげる事業活動を展開します。
２　社会と協調し、豊かな地域環境の実現を目指した環境活動に取り組みます。
３　環境保全意識の高揚を図り、お客さまから信頼される企業グループを目指します。
４　環境情報を積極的に公開し、社会とのコミュニケーションを推進します。
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【グループ環境経営推進部会に関する詳細はP41参照】

●地球温暖化対策・施策への適切な対応
●電気の供給面・使用面の両面からの温室効果ガスの排出抑制
●省エネ・省資源活動
●国際的な温暖化対策への貢献
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取組項目
九州電力 グループ会社

● 環境マネジメントシステム（EMS）の自立運用
● 環境に関する法規制の遵守

● 廃棄物のゼロエミッション活動の展開

● 温室効果ガス排出抑制への着実な取組み
● オゾン層の保護

● 環境保全の推進　　　　● 森林の管理

● 環境コミュニケーションの推進
● 地域における環境活動の推進4
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●環境コミュニケーションの推進
●次世代へのエネルギー・環境教育の展開

九州電力詳細は
　関連・詳細情報（P2参照）　 生物多様性への取組み

CO2などの温室効果ガスの排出抑制や廃棄物の発生抑制等、環境負荷低減に向けた目標を設定しています。
（注）「環境目標と実績（2016年度）」:九州電力はP15～16、グループ会社はP42を参照。

環 境 目 標

　各環境活動に取り組むにあたっての中長期的な基本方針であり、5つの柱で構成しています。本方針に基づき、生物多様性に十分配慮し
つつ、各環境活動の展開を通して、持続可能な社会の実現に貢献しています。

九州電力詳細は
　関連・詳細情報（P2参照）　 九州電力グループ環境アクションプラン

環境活動方針 

環境活動方針のもとで、年度ごとの具体的な環境活動計画を立て、目標達成に向けて取り組んでいます。
（注）「環境活動計画に基づく取組実績（2016年度）」:九州電力はP17～40、グループ会社はP43～47を参照。

環境活動計画

　「九州電力グループ環境憲章」のもと、環境経営を着実に推進していくための活動計画として、毎年度、「九州電力における取組み」及び「グルー
プ会社における取組み」から成る「九州電力グループ環境アクションプラン」を策定しており、それぞれ「環境活動方針」、「環境目標」及び具体的な
「環境活動計画」で構成しています。
　九州電力グループは、PDCAサイクルに基づく環境活動の分析・評価・見直し等により、取組内容の改善・充実に継続的に取り組んでいます。
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用語集をご覧ください

●LNG（液化天然ガス）
●バイオマス
●木質（バイオマス）
●下水汚泥（バイオマス）
●原子燃料

●ウラン
●プルトニウム
●アンモニア
●石灰石
●所内電力（量）

●再生可能エネルギー
●揚水（発電）
●熱効率
●送配電ロス（率）
●SF6（六フッ化硫黄）

●低公害車
●電気自動車
●プラグインハイブリッド車
●低燃費車
●SOx（硫黄酸化物）

●脱硫処理
●低硫黄燃料
●NOx（窒素酸化物）
●脱硝処理
●産業廃棄物

●リサイクル率
●低レベル放射性廃棄物
●中水
●温室効果ガス

用語集をご覧ください

●自家消費電力
●温室効果ガス
●N2O（一酸化二窒素）
●HFC（ハイドロフルオロカーボン）

●オゾン層破壊物質
●大気汚染物質
●COD（化学的酸素要求量）
●石炭灰

●上水
●フロン
●オゾン層破壊係数
●CFC－11（トリクロロフルオロメタン）

●水質汚濁

当社の電源構成・CO2排出係数
九州電力詳細は 関連・詳細情報（P2参照）

【想定低減量の算出方法】
CO２排出抑制量
・発電・電力購入による低減量：再生可能エネルギー（水力は揚水除く）によ

る電力量を全電源で賄ったと仮定した場合をベースラインとして、2016年度
の当社販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を用いて算出。

・設備の効率向上：2013年度の熱効率や送配電ロス率をベースラインと
して算出

・2016年度から、原子力発電によるCO2 排出抑制量の算出係数を、火力
CO2 排出係数（内撚力を除く）から全電源平均CO2 排出係数に変更

　（電気事業連合会の算出の考え方へ変更）

SF６回収量
点検・撤去時に機器に充填されているSF６の回収を行わなかった場合をベース
ラインとして算出。
社用車への低公害車導入によるCO２排出抑制量
電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導
入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
SOx低減量
発電所において、脱硫処理や低硫黄燃料の使用を行わなかった場合をベース
ラインとして算出。
NOx低減量
発電所において、脱硝処理を行わなかった場合をベースラインとして算出。

消費〈従業員数 13,053人〉〔13,132人〕

131億kWh

原子力発電

48億kWh

水力発電

※8：

※9：

※10：

※11：

※12：

各フロンのオゾン層破壊係数を用いて、CFC－11重量相
当に換算した値。

火力（内燃力含む）発電所ごとに「総排ガス量×排ガス中
の濃度」を重量換算した値の合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所の排水処理装置で処理
した排水に含まれる水質汚濁物質ごとに、濃度と排水量
を用いて負荷量を算出し、それらに当社独自の重み付け係
数を乗じてCOD（化学的酸素要求量）重量相当に換算
したものの合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所において、排水処理装
置で処理した排水に含まれるCOD（化学的酸素要求量）
の合計値。

実際に発生した量から減容した量（※7）を差し引いた
正味の発生量を、200ℓドラム缶の本数に換算した値。

発電関連

その他オフィス等での活動

※2：冷却水に用いる海水は含まない。

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。電力量については、四捨五入のため合計値が合わないことがある。

（200ℓドラム缶相当）

（有効利用分の石炭灰を除く）

石炭
重油
原油
LNG
軽油

バイオマス〈木　質〉
バイオマス〈下水汚泥〉

原子燃料

アンモニア
石灰石

ガソリン・軽油

コピー用紙購入量
水使用量

626
50
14
405
1.7
0.5
763

29

573

0.9
13.5

0.2

509
35.7

万トン
万kℓ
万kℓ
万トン
万kℓ
万トン
トン

トン

万トン

万トン
万トン

万kℓ

トン
万トン

火力発電用燃料

原子力発電用燃料※1

発電用水※2

　
資材

車両用燃料

消耗品等

資源投入量

発電関連想定低減量※5

実低減量

CO2

SF6

N2O
HFC

3,750

4.7
6.0

0.11

〔4,180 万トン－CO２〕

〔3.5 万トン－CO２〕

〔5.3 万トン－CO２〕

〔0.18 万トン－CO２〕

万トン－CO２

万トン－CO２

万トン－CO２

万トン－CO２

環境負荷量

事業活動

発電所所内電力量 ▲25億kWh〔▲24億kWh〕

車両走行距離 22百万km〔22百万km〕

揚水動力用電力量 ▲13億kWh〔▲2億kWh〕

自家消費電力量 1.17億kWh〔▲1.17億kWh〕

12億kWh

その他
（地熱、風力、太陽光）

送配電ロス
▲40億kWh

変電所所内電力量
▲1億kWhを含む

電力輸送（送配電）

購入等※4

他社からの
購入電力量

200億kWh

103億kWh

うち再生可能
エネルギー〈 〉〈ウラン、プルトニウム重量〉

オゾン層破壊物質排出量※8

温室効果ガス排出量

0.06 ODPトン 〔0.06 ODPトン〕

〔1,260万トン－CO２〕

〔1,350万トン－CO２〕

〔28万トン－CO２〕

〔500トン－CO２〕

〔6.1万トン〕

〔2.4万トン〕

〔84.7万トン〕
〔リサイクル率約100%〕

〔リサイクル率約100%〕

〔3,447本〕

〔1,136トン〕

〔3.9万トン〕

大気汚染物質排出量※9 1.6
2.4

万トン
万トン

〔2.0 万トン〕
〔2.7 万トン〕

排水負荷量※10

COD排出量※11

※6

92
6

トン
トン

〔127 トン〕
〔6 トン〕

産業廃棄物埋立処分量 0.2 万トン 〔0.4 万トン〕

低レベル放射性廃棄物発生量※12
1,621 本 〔1,968 本〕

SOx
NOx

〈     　　　　　　　　　 　  　     〉販売電力量のうち、オフィス使用電力や
建設工事用電力などの当社使用分

（内燃力発電を含む）

環境負荷低減量

CO２排出抑制量
【参考】全電源平均CO2 排出系数を用いて

算出した2015年度のCO2 排出抑制量

SF６回収量

社用車への低公害車導入による
CO２排出抑制量

SOx低減量

NOx低減量

産業廃棄物リサイクル量

低レベル放射性廃棄物減容量※7

（200ℓドラム缶相当）

古紙リサイクル量
（コピー用紙のほか、新聞、雑誌、
ダンボール、機密文書を含む）

中水・雨水活用量

万トン－CO２

万トン－CO２

トン－CO２

万トン

万トン

万トン

本

トン

万トン

1,440

24

671

5.7
2.4

93.8

5,115

1,104

4.0

リサイクル率約100%

リサイクル率100%

（原子力発電・再生可能エネルギー・火力発電所の熱効率向上などによる）

販売電力量

786億kWh

お客さま

〈 〉

生産（発電）※3

※3：自社設備による発電電力量。電力の小売営業に関する指針に基づく販売電力量の
　　 電源構成については、別途、九州電力ホームページに掲載。

※5：事業活動において、環境負荷低減対策を実施しない場合等の環
境負荷レベルをベースラインと想定し、実際の環境負荷レベルとの
差により算出した値。

※6：「2016年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）」を
使用し算出した値。

※7：発生した低レベル放射性廃棄物を焼却や圧縮等の処理により減ら
した容積を、200ℓドラム缶の本数に換算した値。

〔569 万トン〕
〔115 万kℓ〕

〔40 万kℓ〕
〔381 万トン〕

〔1.9 万kℓ〕
〔0.5万トン〕

〔768トン〕

〔19トン〕

〔605 万トン〕

〔0.8 万トン〕
〔12.5 万トン〕

 
〔0.2 万kℓ〕

〔511 トン〕
〔31.6万トン〕

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。

その他オフィス等での活動
万トン－CO２

トン
万トン

車両CO２排出量
古紙処分量
上水使用量

0
31.7

〔0.5 万トン－CO２〕
〔0 トン〕

〔27.8 万トン〕

0.5

473億kWh

火力発電
〈内燃力発電を含む〉

〈　　　　　     〉うちバイオマス発電
0.09億kWh〔0.09億kWh〕

〔86億kWh〕 〔475億kWh〕 〔48億kWh〕 〔13億kWh〕

〔239億kWh〕

〔▲38億kWh〕

〔792億kWh〕

〔90億kWh〕※1：ウラン・プルトニウム所要量〈発生熱量から換算した値〉。

（・うち、自家消費電力量分5.7万トン※6 含む）  ・他社購入電力量分を含む

事業活動と環境負荷の状況（2016年度）

※4：FIT購入電力、他社との融通電力の受電・送電差引分
       を含む。

第三者機関による保証を
受けた環境データ

第三者機関による保証を
受けた環境データ
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用語集をご覧ください

●LNG（液化天然ガス）
●バイオマス
●木質（バイオマス）
●下水汚泥（バイオマス）
●原子燃料

●ウラン
●プルトニウム
●アンモニア
●石灰石
●所内電力（量）

●再生可能エネルギー
●揚水（発電）
●熱効率
●送配電ロス（率）
●SF6（六フッ化硫黄）

●低公害車
●電気自動車
●プラグインハイブリッド車
●低燃費車
●SOx（硫黄酸化物）

●脱硫処理
●低硫黄燃料
●NOx（窒素酸化物）
●脱硝処理
●産業廃棄物

●リサイクル率
●低レベル放射性廃棄物
●中水
●温室効果ガス

用語集をご覧ください

●自家消費電力
●温室効果ガス
●N2O（一酸化二窒素）
●HFC（ハイドロフルオロカーボン）

●オゾン層破壊物質
●大気汚染物質
●COD（化学的酸素要求量）
●石炭灰

●上水
●フロン
●オゾン層破壊係数
●CFC－11（トリクロロフルオロメタン）

●水質汚濁

当社の電源構成・CO2排出係数
九州電力詳細は 関連・詳細情報（P2参照）

【想定低減量の算出方法】
CO２排出抑制量
・発電・電力購入による低減量：再生可能エネルギー（水力は揚水除く）によ

る電力量を全電源で賄ったと仮定した場合をベースラインとして、2016年度
の当社販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を用いて算出。

・設備の効率向上：2013年度の熱効率や送配電ロス率をベースラインと
して算出

・2016年度から、原子力発電によるCO2 排出抑制量の算出係数を、火力
CO2 排出係数（内撚力を除く）から全電源平均CO2 排出係数に変更

　（電気事業連合会の算出の考え方へ変更）

SF６回収量
点検・撤去時に機器に充填されているSF６の回収を行わなかった場合をベース
ラインとして算出。
社用車への低公害車導入によるCO２排出抑制量
電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導
入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
SOx低減量
発電所において、脱硫処理や低硫黄燃料の使用を行わなかった場合をベース
ラインとして算出。
NOx低減量
発電所において、脱硝処理を行わなかった場合をベースラインとして算出。

消費〈従業員数 13,053人〉〔13,132人〕

131億kWh

原子力発電

48億kWh

水力発電

※8：

※9：

※10：

※11：

※12：

各フロンのオゾン層破壊係数を用いて、CFC－11重量相
当に換算した値。

火力（内燃力含む）発電所ごとに「総排ガス量×排ガス中
の濃度」を重量換算した値の合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所の排水処理装置で処理
した排水に含まれる水質汚濁物質ごとに、濃度と排水量
を用いて負荷量を算出し、それらに当社独自の重み付け係
数を乗じてCOD（化学的酸素要求量）重量相当に換算
したものの合計値。

火力（地熱含む）・原子力発電所において、排水処理装
置で処理した排水に含まれるCOD（化学的酸素要求量）
の合計値。

実際に発生した量から減容した量（※7）を差し引いた
正味の発生量を、200ℓドラム缶の本数に換算した値。

発電関連

その他オフィス等での活動

※2：冷却水に用いる海水は含まない。

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。電力量については、四捨五入のため合計値が合わないことがある。

（200ℓドラム缶相当）

（有効利用分の石炭灰を除く）

石炭
重油
原油
LNG
軽油

バイオマス〈木　質〉
バイオマス〈下水汚泥〉

原子燃料

アンモニア
石灰石

ガソリン・軽油

コピー用紙購入量
水使用量

626
50
14
405
1.7
0.5
763

29

573

0.9
13.5

0.2

509
35.7

万トン
万kℓ
万kℓ
万トン
万kℓ
万トン
トン

トン

万トン

万トン
万トン

万kℓ

トン
万トン

火力発電用燃料

原子力発電用燃料※1

発電用水※2

　
資材

車両用燃料

消耗品等

資源投入量

発電関連想定低減量※5

実低減量

CO2

SF6

N2O
HFC

3,750

4.7
6.0

0.11

〔4,180 万トン－CO２〕

〔3.5 万トン－CO２〕

〔5.3 万トン－CO２〕

〔0.18 万トン－CO２〕

万トン－CO２

万トン－CO２

万トン－CO２

万トン－CO２

環境負荷量

事業活動

発電所所内電力量 ▲25億kWh〔▲24億kWh〕

車両走行距離 22百万km〔22百万km〕

揚水動力用電力量 ▲13億kWh〔▲2億kWh〕

自家消費電力量 1.17億kWh〔▲1.17億kWh〕

12億kWh

その他
（地熱、風力、太陽光）

送配電ロス
▲40億kWh

変電所所内電力量
▲1億kWhを含む

電力輸送（送配電）

購入等※4

他社からの
購入電力量

200億kWh

103億kWh

うち再生可能
エネルギー〈 〉〈ウラン、プルトニウム重量〉

オゾン層破壊物質排出量※8

温室効果ガス排出量

0.06 ODPトン 〔0.06 ODPトン〕

〔1,260万トン－CO２〕

〔1,350万トン－CO２〕

〔28万トン－CO２〕

〔500トン－CO２〕

〔6.1万トン〕

〔2.4万トン〕

〔84.7万トン〕
〔リサイクル率約100%〕

〔リサイクル率約100%〕

〔3,447本〕

〔1,136トン〕

〔3.9万トン〕

大気汚染物質排出量※9 1.6
2.4

万トン
万トン

〔2.0 万トン〕
〔2.7 万トン〕

排水負荷量※10

COD排出量※11

※6

92
6

トン
トン

〔127 トン〕
〔6 トン〕

産業廃棄物埋立処分量 0.2 万トン 〔0.4 万トン〕

低レベル放射性廃棄物発生量※12
1,621 本 〔1,968 本〕

SOx
NOx

〈     　　　　　　　　　 　  　     〉販売電力量のうち、オフィス使用電力や
建設工事用電力などの当社使用分

（内燃力発電を含む）

環境負荷低減量

CO２排出抑制量
【参考】全電源平均CO2 排出系数を用いて

算出した2015年度のCO2 排出抑制量

SF６回収量

社用車への低公害車導入による
CO２排出抑制量

SOx低減量

NOx低減量

産業廃棄物リサイクル量

低レベル放射性廃棄物減容量※7

（200ℓドラム缶相当）

古紙リサイクル量
（コピー用紙のほか、新聞、雑誌、
ダンボール、機密文書を含む）

中水・雨水活用量

万トン－CO２

万トン－CO２

トン－CO２

万トン

万トン

万トン

本

トン

万トン

1,440

24

671

5.7
2.4

93.8

5,115

1,104

4.0

リサイクル率約100%

リサイクル率100%

（原子力発電・再生可能エネルギー・火力発電所の熱効率向上などによる）

販売電力量

786億kWh

お客さま

〈 〉

生産（発電）※3

※3：自社設備による発電電力量。電力の小売営業に関する指針に基づく販売電力量の
　　 電源構成については、別途、九州電力ホームページに掲載。

※5：事業活動において、環境負荷低減対策を実施しない場合等の環
境負荷レベルをベースラインと想定し、実際の環境負荷レベルとの
差により算出した値。

※6：「2016年度の当社販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）」を
使用し算出した値。

※7：発生した低レベル放射性廃棄物を焼却や圧縮等の処理により減ら
した容積を、200ℓドラム缶の本数に換算した値。

〔569 万トン〕
〔115 万kℓ〕

〔40 万kℓ〕
〔381 万トン〕

〔1.9 万kℓ〕
〔0.5万トン〕

〔768トン〕

〔19トン〕

〔605 万トン〕

〔0.8 万トン〕
〔12.5 万トン〕

 
〔0.2 万kℓ〕

〔511 トン〕
〔31.6万トン〕

（注）〔　〕内は2015年度の実績値。

その他オフィス等での活動
万トン－CO２

トン
万トン

車両CO２排出量
古紙処分量
上水使用量

0
31.7

〔0.5 万トン－CO２〕
〔0 トン〕

〔27.8 万トン〕

0.5

473億kWh

火力発電
〈内燃力発電を含む〉

〈　　　　　     〉うちバイオマス発電
0.09億kWh〔0.09億kWh〕

〔86億kWh〕 〔475億kWh〕 〔48億kWh〕 〔13億kWh〕

〔239億kWh〕

〔▲38億kWh〕

〔792億kWh〕

〔90億kWh〕※1：ウラン・プルトニウム所要量〈発生熱量から換算した値〉。

（・うち、自家消費電力量分5.7万トン※6 含む）  ・他社購入電力量分を含む

事業活動と環境負荷の状況（2016年度）

※4：FIT購入電力、他社との融通電力の受電・送電差引分
       を含む。

第三者機関による保証を
受けた環境データ

第三者機関による保証を
受けた環境データ
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　 主要な環境活動について目標値を定め、環境負荷の継続的な低減に努めています。

※1：2016年度目標値に対する2016年度の達成状況を、｢　：達成｣、｢　：概ね達成（達成率80％以上）｣、｢　：未達成（達成率80％未満）｣の3段階で評価。なお、2016年度の目標値を持たない項目については、2015年度実績と
の比較で評価（ （　）書きで記載）。

※2：下線部は目標を見直した箇所（「Ⅳ.2016年度実績を踏まえた今後の取組み（P52～53）」でも紹介）。
※3：CO2 排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。
※4：安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの活用、火力発電の更なる高効率化と適切な維持・管理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、電気事業全体の目標（2030年度に排出

係数0.37kg-CO2/KWh程度（使用端））の達成に向けて最大限努力する。
※5：火力発電所の新設等にあたっては、経済的に利用可能な最良技術（BAT）を活用していく等により環境負荷を低減し、電気事業全体の目標（最大削減ポテンシャルとして、2020年に約700万トン-CO2、2030年に約1,100万トン

-CO2）達成に向け最大限努力する。
※6：供給計画における原子力の見通し等が不透明な状況にあり、設定・公表を見送り。

※7：自社及びグループ会社による設備導入量（2016年度から新規目標として設定したため、2014年度及び
2015年度は実績未集約）。

※8：2030年までに、九電グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状180万kW＋220
万kW）の再生可能エネルギー電源の開発を目指す。

※9：総合エネルギー統計の熱量換算係数等を用いて換算。
※10：省エネの徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。
※11：全社の上水使用量を当社在職者数（当該年度末）で除した値。
※12：川内原子力発電所の再稼働に伴う上水使用量の増加により見直し。
※13：プラグインハイブリッド車を含む。
※14：電気自動車（EV）は除外。

※15：修繕工事の規模・頻度等により大きく増減するため、目標は設定しない。
※16：汎用品（事務用品、雑貨等）のうち、社会的に認知された基準に適合した製品の購買割合を参考値と

して記載。
※17：活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。
※18：火力（内燃力除く）発電所ごとの排出量の合計値。
※19：石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。
※20：お客さまの関心が高いエネルギー・環境教育に関する取組みについて、社員の動機づけや取組意識の

高揚を図るため追加。
※21：平成29年度の活動計画を踏まえ目標値を見直し。

項　目

販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）※3

　[　]は実排出係数

（注）

CO２排出量（調整後）※3

　 [　]は実排出量

SF６

回
収
率

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

販売電力量

再生可能エネルギー設備導入量（累計）※7

オフィス電力使用量

電気自動車導入台数（累計）※13

一般車両燃料消費率※14

コピー用紙購入量

上水使用量※11

機器点検時

機器撤去時

送電端火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
［　］は低位発熱量ベース換算値※9

送配電ロス率

原子力利用率

循
環
型
社
会
形
成
へ
の
取
組
み

機器点検時の規制対象フロン回収実施率　

産業廃棄物リサイクル率

石炭灰リサイクル率

石炭灰以外リサイクル率

産業廃棄物社外埋立処分量

古紙リサイクル率

グリーン調達率※16

地
域
環
境
の
保
全
社
会
と
の
協
調

火力発電電力量あたりのSOx排出量※18

火力発電電力量あたりのNOx排出量※18

原子力発電所周辺公衆の
線量評価値（1年あたり）

単　位

kg-CO２/kWh

万トン-CO２

億kWh

万kW

百万kWh

台

km/ℓ

トン

m3/人

％

％

％

％

％

％

トン

％

％

g/kWh

g/kWh

ミリシーベルト

％

％

％

[0.509]

777

31.9

180

57

167

509

29

12.7

99

99

100

100

100

148

99

約100

約100

0.19

0.17

0.001未満

実　績

0.528

4,180
[4,030]

3,750
[3,590]

0.483
[0.462]

792

－

54

167

12.7

511

25

99

99

100

約100

100

97

44

100

99

0.29

0.24

0.001未満

2014年度

39.6
［42.3］

40.4
［43.3］

4.58 4.81

20.7

2015年度 2016年度

813

55

169

12.7

471

25

99

99

100

約100

100

98

27

100

98

0.36

0.26

0.001未満

0.001未満0.001未満

4.7

0

39.5
［42.2］

2016年度
目標値

　－

－

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加したことか
ら、震災前（2010年度）と比較すると、CO2排出量は大幅に増加しています。2016年度のCO2排出量は、川内原子力発電所1、
2号機が年間を通して安定運転（定期検査期間を除く）したことなどから2015年度実績から約430万トンの減少となりました。今
後とも安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの開発・導入、火力発電の更なる高効率化と適切な維持管
理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、CO2の排出抑制に最大限努力していきます。

電子文書の活用によるペーパーレス化の推進や、ミスコピーの防止、及び古紙の裏面利用の徹底に努めたものの、オール電
化他営業活動再開等により購入量が増加したことから、目標未達となりました。

2016年度末までに累計で、180万kWが導入されています。今後とも、電力の安定供給を前提として、グループ一体となって、再生可
能エネルギーの開発・導入に最大限取り組んでいきます。

空調の適正管理や照明・エレベーターの間引きなど、徹底した節電・省エネに継続的に取り組みましたが、夏期の平均気
温の上昇による空調動力の増加などにより目標未達となりました。

川内原子力発電所1、2号機が2015年に通常運転に復帰したことにより、利用率は31.9％に上昇しました。

新大分発電所3号系列第4軸へのBAT導入や松浦発電所1号機の高効率蒸気タービンへの更新などにより、CO2排出量を削減しました。

川内原子力発電所の再稼働に伴い、熱効率の低い石油火力発電所の稼働率が低下したこと、及び高効率の新大分発電所3
号系列第4軸の営業運転開始などにより2015年度を上回る40.4％となりました。

販売電力量の減少により送電電力量は減少したものの、送配電損失電力量が増加したことなどから、送配電ロス率が上昇しました。

節水活動の徹底に努めたものの、川内原子力発電所1、2号機の定期検査に伴う所内人員数の増加などにより上水使用量
が増加したことから、目標未達となりました。

点検時・撤去時における真空型SF６ガス回収装置の使用徹底等を図り、目標を達成しました。

極力調達に努めた結果、ほぼ100%の調達となりました。

適正な設備運用や放射性廃棄物の管理により、目標を達成しました。

川内原子力発電所が年間を通して安定運転（定期検査期間を除く）したことなどにより、石油火力発電所の発電電力量が減少し、
ＳＯｘ・ＮＯｘともに2015年度実績を下回りました。今後とも、地域との環境保全協定の遵守を前提に、熱効率の維持・向上に努める
ことで、排出量の低減を図っていきます。

石炭灰の特性を活かしたセメント原料や、コンクリート混和材等への石炭灰の100％有効活用に加え、全社共同回収による産
業廃棄物の確実な回収・リサイクルなど、3Rの着実な実践に努めた結果、各リサイクル率は目標を達成しましたが、産業廃棄
物の社外埋立処分量が増加したため、今後も循環型社会の形成に向け、3Rを着実に実践していくことにより、目標達成を
図っていきます。

車両燃費管理やエコドライブの実施など、運用管理の徹底や低燃費車への計画的な切替えにより、目標を達成しました。

2016年度末までの累計導入台数は167台となりました。収支状況等を踏まえつつ、中長期的な温暖化対策の観点から、社用
車への電気自動車の導入拡大を図っていきます。

法令基準レベル（撤去時における法定圧力）までの規制対象フロン回収の確実な実施を図り、目標を達成しました。

古紙100％リサイクル活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

評　価※1 関連
ページ

19
〜
23

17
〜
18

25

25

18

31

33

23

27
〜
28

（     ）

2017年度
  目標値※2

環境目標と実績

0.598
［0.584］

4,860
［4,750］

54以下※10

12.0以上

470以下

24以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

－※15

100

極力調達※17

極力抑制※19

極力抑制※19

0.001未満

エコ・マザー活動実施回数※20

出前授業実施回数※20

回

回

250以上※20

積極的実施※20 積極的実施

　－※6

火力新設時等のBAT活用等による
CO２排出削減量※5 万トン-CO２ 極力削減※5

　－※6

　2030（平成42）年に400※8

　－※6

2020年度末までに
1,000程度

極力抑制※4
極力抑制※4

極力削減※5

極力調達※17

極力抑制※19

極力抑制※19

54程度以下

470以下

12.0以上

98以上

99以上

99以上

98以上

100

100

オーバーフロー分です→
用語集をご覧ください

●地球環境問題
●CO2排出クレジット
●利用率
●再生可能エネルギー

●熱効率
●発熱量
●送配電ロス（率）
●上水

●電気自動車
●SF6（六フッ化硫黄）
●規制対象フロン
●循環型社会

●産業廃棄物
●リサイクル率
●石炭灰
●グリーン調達

●SOx（硫黄酸化物）
●NOx（窒素酸化物）
●線量評価値
●シーベルト

●固定価格買取制度（FIT）
●低炭素社会
●BAT

第三者機関による保証を
受けた環境データ

用語集をご覧ください

●エコドライブ
●低燃費車
●3R

●環境保全協定
●放射性廃棄物
●プラグインハイブリッド車

100

0.001未満

2020年度末まで
に1,000程度

26以下※12

－※15

2030（平成42）年
に400※8

（設定・公表を見送り）※6

（設定・公表を見送り）※6

（設定・公表を見送り）※6

エ
ネ
ル
ギ
ー
・

環
境
教
育

200以上※21253

26.02.6－

245214

479489366

九州各地の保育園などでの開催により、目標を達成しました。

九州各地の小・中学校などで積極的に実施し、2015年度とほぼ同等の回数を開催しました。

36

37（     ）

（注）2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量、CO2 排出量及び販売電力量は、小売電気事業者分のみの実績であり、一般送配電事業者が管理する離島供給分（本土連系の長崎県五島を除く）は含まない。
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　 主要な環境活動について目標値を定め、環境負荷の継続的な低減に努めています。

※1：2016年度目標値に対する2016年度の達成状況を、｢　：達成｣、｢　：概ね達成（達成率80％以上）｣、｢　：未達成（達成率80％未満）｣の3段階で評価。なお、2016年度の目標値を持たない項目については、2015年度実績と
の比較で評価（ （　）書きで記載）。

※2：下線部は目標を見直した箇所（「Ⅳ.2016年度実績を踏まえた今後の取組み（P52～53）」でも紹介）。
※3：CO2 排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。
※4：安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの活用、火力発電の更なる高効率化と適切な維持・管理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、電気事業全体の目標（2030年度に排出

係数0.37kg-CO2/KWh程度（使用端））の達成に向けて最大限努力する。
※5：火力発電所の新設等にあたっては、経済的に利用可能な最良技術（BAT）を活用していく等により環境負荷を低減し、電気事業全体の目標（最大削減ポテンシャルとして、2020年に約700万トン-CO2、2030年に約1,100万トン

-CO2）達成に向け最大限努力する。
※6：供給計画における原子力の見通し等が不透明な状況にあり、設定・公表を見送り。

※7：自社及びグループ会社による設備導入量（2016年度から新規目標として設定したため、2014年度及び
2015年度は実績未集約）。

※8：2030年までに、九電グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状180万kW＋220
万kW）の再生可能エネルギー電源の開発を目指す。

※9：総合エネルギー統計の熱量換算係数等を用いて換算。
※10：省エネの徹底を図る観点から、過年度実績を深掘り。
※11：全社の上水使用量を当社在職者数（当該年度末）で除した値。
※12：川内原子力発電所の再稼働に伴う上水使用量の増加により見直し。
※13：プラグインハイブリッド車を含む。
※14：電気自動車（EV）は除外。

※15：修繕工事の規模・頻度等により大きく増減するため、目標は設定しない。
※16：汎用品（事務用品、雑貨等）のうち、社会的に認知された基準に適合した製品の購買割合を参考値と

して記載。
※17：活動がほぼ定着していること等を踏まえ、定性目標とする。
※18：火力（内燃力除く）発電所ごとの排出量の合計値。
※19：石油火力発電所の利用率により大きく増減するため、定性目標とする。
※20：お客さまの関心が高いエネルギー・環境教育に関する取組みについて、社員の動機づけや取組意識の

高揚を図るため追加。
※21：平成29年度の活動計画を踏まえ目標値を見直し。

項　目

販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）※3

　[　]は実排出係数

（注）

CO２排出量（調整後）※3

　 [　]は実排出量

SF６

回
収
率

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組
み

販売電力量

再生可能エネルギー設備導入量（累計）※7

オフィス電力使用量

電気自動車導入台数（累計）※13

一般車両燃料消費率※14

コピー用紙購入量

上水使用量※11

機器点検時

機器撤去時

送電端火力総合熱効率（高位発熱量ベース）
［　］は低位発熱量ベース換算値※9

送配電ロス率

原子力利用率

循
環
型
社
会
形
成
へ
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組
み

機器点検時の規制対象フロン回収実施率　

産業廃棄物リサイクル率

石炭灰リサイクル率

石炭灰以外リサイクル率

産業廃棄物社外埋立処分量

古紙リサイクル率

グリーン調達率※16
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域
環
境
の
保
全
社
会
と
の
協
調

火力発電電力量あたりのSOx排出量※18

火力発電電力量あたりのNOx排出量※18

原子力発電所周辺公衆の
線量評価値（1年あたり）

単　位

kg-CO２/kWh

万トン-CO２

億kWh

万kW

百万kWh

台

km/ℓ

トン

m3/人

％

％

％

％

％

％

トン

％

％

g/kWh

g/kWh

ミリシーベルト

％

％

％

[0.509]
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31.9

180

57

167

509

29

12.7

99

99

100

100

100

148

99

約100

約100

0.19

0.17

0.001未満

実　績

0.528

4,180
[4,030]

3,750
[3,590]

0.483
[0.462]

792

－

54

167

12.7

511

25

99

99

100

約100

100

97

44

100

99

0.29

0.24

0.001未満

2014年度

39.6
［42.3］

40.4
［43.3］

4.58 4.81

20.7

2015年度 2016年度

813

55

169

12.7

471

25

99

99

100

約100

100

98

27

100

98

0.36

0.26

0.001未満

0.001未満0.001未満

4.7

0

39.5
［42.2］

2016年度
目標値

　－

－

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

（     ）

東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加したことか
ら、震災前（2010年度）と比較すると、CO2排出量は大幅に増加しています。2016年度のCO2排出量は、川内原子力発電所1、
2号機が年間を通して安定運転（定期検査期間を除く）したことなどから2015年度実績から約430万トンの減少となりました。今
後とも安全を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの開発・導入、火力発電の更なる高効率化と適切な維持管
理及び低炭素社会に資する省エネ・省CO2サービスの提供等により、CO2の排出抑制に最大限努力していきます。

電子文書の活用によるペーパーレス化の推進や、ミスコピーの防止、及び古紙の裏面利用の徹底に努めたものの、オール電
化他営業活動再開等により購入量が増加したことから、目標未達となりました。

2016年度末までに累計で、180万kWが導入されています。今後とも、電力の安定供給を前提として、グループ一体となって、再生可
能エネルギーの開発・導入に最大限取り組んでいきます。

空調の適正管理や照明・エレベーターの間引きなど、徹底した節電・省エネに継続的に取り組みましたが、夏期の平均気
温の上昇による空調動力の増加などにより目標未達となりました。

川内原子力発電所1、2号機が2015年に通常運転に復帰したことにより、利用率は31.9％に上昇しました。

新大分発電所3号系列第4軸へのBAT導入や松浦発電所1号機の高効率蒸気タービンへの更新などにより、CO2排出量を削減しました。

川内原子力発電所の再稼働に伴い、熱効率の低い石油火力発電所の稼働率が低下したこと、及び高効率の新大分発電所3
号系列第4軸の営業運転開始などにより2015年度を上回る40.4％となりました。

販売電力量の減少により送電電力量は減少したものの、送配電損失電力量が増加したことなどから、送配電ロス率が上昇しました。

節水活動の徹底に努めたものの、川内原子力発電所1、2号機の定期検査に伴う所内人員数の増加などにより上水使用量
が増加したことから、目標未達となりました。

点検時・撤去時における真空型SF６ガス回収装置の使用徹底等を図り、目標を達成しました。

極力調達に努めた結果、ほぼ100%の調達となりました。

適正な設備運用や放射性廃棄物の管理により、目標を達成しました。

川内原子力発電所が年間を通して安定運転（定期検査期間を除く）したことなどにより、石油火力発電所の発電電力量が減少し、
ＳＯｘ・ＮＯｘともに2015年度実績を下回りました。今後とも、地域との環境保全協定の遵守を前提に、熱効率の維持・向上に努める
ことで、排出量の低減を図っていきます。

石炭灰の特性を活かしたセメント原料や、コンクリート混和材等への石炭灰の100％有効活用に加え、全社共同回収による産
業廃棄物の確実な回収・リサイクルなど、3Rの着実な実践に努めた結果、各リサイクル率は目標を達成しましたが、産業廃棄
物の社外埋立処分量が増加したため、今後も循環型社会の形成に向け、3Rを着実に実践していくことにより、目標達成を
図っていきます。

車両燃費管理やエコドライブの実施など、運用管理の徹底や低燃費車への計画的な切替えにより、目標を達成しました。

2016年度末までの累計導入台数は167台となりました。収支状況等を踏まえつつ、中長期的な温暖化対策の観点から、社用
車への電気自動車の導入拡大を図っていきます。

法令基準レベル（撤去時における法定圧力）までの規制対象フロン回収の確実な実施を図り、目標を達成しました。

古紙100％リサイクル活動の継続的な取組みにより、目標を達成しました。

評　価※1 関連
ページ
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〜
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〜
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31

33

23

27
〜
28
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2017年度
  目標値※2

環境目標と実績

0.598
［0.584］

4,860
［4,750］

54以下※10

12.0以上

470以下

24以下

98以上

99以上

100

99以上

100

98以上

－※15

100

極力調達※17

極力抑制※19

極力抑制※19

0.001未満

エコ・マザー活動実施回数※20

出前授業実施回数※20

回

回

250以上※20

積極的実施※20 積極的実施

　－※6

火力新設時等のBAT活用等による
CO２排出削減量※5 万トン-CO２ 極力削減※5

　－※6

　2030（平成42）年に400※8

　－※6

2020年度末までに
1,000程度

極力抑制※4
極力抑制※4

極力削減※5

極力調達※17

極力抑制※19

極力抑制※19

54程度以下

470以下

12.0以上

98以上

99以上

99以上

98以上

100

100

オーバーフロー分です→
用語集をご覧ください

●地球環境問題
●CO2排出クレジット
●利用率
●再生可能エネルギー

●熱効率
●発熱量
●送配電ロス（率）
●上水

●電気自動車
●SF6（六フッ化硫黄）
●規制対象フロン
●循環型社会

●産業廃棄物
●リサイクル率
●石炭灰
●グリーン調達

●SOx（硫黄酸化物）
●NOx（窒素酸化物）
●線量評価値
●シーベルト

●固定価格買取制度（FIT）
●低炭素社会
●BAT

第三者機関による保証を
受けた環境データ

用語集をご覧ください

●エコドライブ
●低燃費車
●3R

●環境保全協定
●放射性廃棄物
●プラグインハイブリッド車

100

0.001未満

2020年度末まで
に1,000程度

26以下※12

－※15

2030（平成42）年
に400※8

（設定・公表を見送り）※6

（設定・公表を見送り）※6

（設定・公表を見送り）※6
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ネ
ル
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ー
・

環
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教
育

200以上※21253

26.02.6－

245214

479489366

九州各地の保育園などでの開催により、目標を達成しました。

九州各地の小・中学校などで積極的に実施し、2015年度とほぼ同等の回数を開催しました。

36

37（     ）

（注）2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量、CO2 排出量及び販売電力量は、小売電気事業者分のみの実績であり、一般送配電事業者が管理する離島供給分（本土連系の長崎県五島を除く）は含まない。
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※： HFCガス重量をHFCの温暖化係数（12～14,800（2014年度までは140～11,700））を用いて、CO２

     の重量に換算。

'15 '16

5.35.3

6.06.0
5.95.9

'14

1.51.5

※： N２Oガス重量をN２Oの温暖化係数（298（2014年度までは310））を用いて、CO２の重量に換算。

単位：万トン-CO２※

4.14.1

（年度）

《 N２O排出量 》

'90 '00

回収率

点検時

撤去時

99%

99%

17.017.0

3.4

'14 （年度）

3.5 4.7

'15 '16'95
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'00

単位：万トン-CO２※

単位：万トン-CO２※

《 SF６排出量 》

《 発電電力量構成比※とCO２排出量の推移 》

※：SF６ガス重量をSF６の温暖化係数（22,800（2014年度までは23,400））を用いて、CO２の重量に換算。

（年度）

（年度）

用語集をご覧ください

1. 2016年度の温室効果ガス排出実績

2. 電気の供給面での取組み

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

※1：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表。

※当社を除く、旧一般電気事業者（9社）の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）の平均。

《 九州電力のCO2 排出状況 》

《 販売電力量あたりのＣＯ２排出量の他社比較（調整後） 》 《 サプライチェーン全体における温室効果ガス排出量 》

［　 　　　　　］サプライチェーンＣＯ２排出量
（スコープ1、2、3） ［     　 　　　］スコープ3ＣＯ２排出量の内訳

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
（⬆）（⬇）はCO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）等に伴う調整前後の増減を表す

CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）

（注1）地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき国が公表した「電気事業者ごとの実排出係数及
び調整後排出係数の算出及び公表について」により算出（他社購入電力量分を含む）

（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得（2016年度は実績なし）による削減分
を上回ったため、2013年度から2016年度は、調整後排出係数が実排出係数を上回りました。

（注3）電力小売の全面自由化に伴い、2016年度実績は小売電気事業者分のみの販売電力量あたりのCO2排
出量、CO2排出量、販売電力量を記載（一般送配電事業者が管理する離島供給分（本土連系の長崎県五
島を除く）は含まない）

　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用しています。機
器の点検・撤去にあたっては、大気中への排出を極力抑制しています。

固定価格買取制度(FIT)の調整により九州電力のCO2排出量が増加する理由

　２０１６年度のＣＯ２排出量は3,750万トン、販売電力量あたりの
ＣＯ２排出量（ＣＯ２排出係数）は0.483kg-ＣＯ２/kWh※1となり、
2015年度からＣＯ２排出量は約10%、ＣＯ２排出係数は約9%減少
しました。これは、川内原子力発電所１、２号機の年間を通した安定
運転（定期検査期間を除く）に加え、販売電力量の減少や再生可
能エネルギーによる発電量の増加などによるものですが、東日本大
震災前と比較すると、依然として高い水準となっています。
　なお、再稼働に向けた取組みを進めている玄海原子力発電所
３、４号機が発電を再開した場合には、ＣＯ２排出量の更なる抑制が
期待できます。

'10 '11

854
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'15 '16

[4,030]

3,750（⬆）

[3,590]

地球環境問題への取組み
社外ステークホルダーのご意見

多くのＣＯ２を排出する企業なので、削減に努めてほしい。

P.5～6　特集1

　低炭素社会の実現に向け、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ、火力
発電所の熱効率向上などに取り組んでいます。

　東日本大震災前（2010年度）と比較すると、CO2排出量は大幅
に増加していますが、2016年度は、川内原子力発電所1、2号機が
安定して運転（定期検査期間を除く）したことから、発電量全体に占
める火力発電の割合が低下したことなどにより、2016年度のCO2排
出量は2015年度から約430万トン減少しました。
　原子力発電は、再生可能エネルギーと同様に、発電時にCO2を
排出しないことから、地球温暖化対策として優れているとともに、エネ
ルギーセキュリティの観点からも引き続き重要性は変わらないものと
考えています。
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※：他社からの受入電力のうち、燃料種別が特定できないものを除く。なお、本構成比は、販売電力
　  量における電源構成比とは異なる。

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力

10% 18%

72%
67%

，15 ，16

CO2 排出実績

CO2 以外の温室効果ガス排出実績

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用

　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電所
の稼働状況により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の向
上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

　空調機器の冷媒等として使用しています。機器の設置・修理時
に、漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。
　フロン類（規制対象フロン含む）を使用している業務用冷媒機
器等については、2015年４月に施行されたフロン排出抑制法に
基づき、対象機器の点検を徹底し、機器新設時や取替時には、規
制対象フロンを冷媒に使用していない機器の導入を進めていま
す。

【 一酸化二窒素（N2O） 】

【 ハイドロフルオロカーボン（HFC） 】

【 六フッ化硫黄（SF6） 】

日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較については
　　　　　　　　　　　関連・詳細情報（P2参照）　 
　日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較について

●固定価格買取制度（FIT）
●再生可能エネルギー

●温室効果ガス
●CO2 排出クレジット

●サプライチェーン
●スコープ1～3

九州電力詳細は

九州電力

　関連・詳細情報（P2参照）　 オゾン層の保護
九州電力詳細は

関連・詳細情報（P2参照）
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，
15 （年度）（年度）

用語集をご覧ください

●SF6（六フッ化硫黄）
●N2O（一酸化二窒素）
●熱効率
●温暖化係数

●HFC（ハイドロフルオロカーボン）
●オゾン層
●フロン
●規制対象フロン

●フロン排出抑制法
●低炭素社会
●エネルギーセキュリティ
●再生可能エネルギー

第三者機関による保証を
受けた環境データ

第三者機関による保証を
受けた環境データ

●地球温暖化
●ライフサイクル

せん だい

せん だい

スコープ2
約0.01万トン

（0.0%） 資本財
約90万トン
（10.1%）

投資
約330万トン
（37.2%）

その他
約5万トン
（0.5）%

スコープ１、2に
含まれない
燃料及び

エネルギー
関連活動

約470万トン
（52.2%）

スコープ3
約890万ﾄﾝ
（24.4%）

スコープ1
約2,750万ﾄﾝ
（75.4%）

スコープ1：直接排出（燃料、車両燃料の使用やN2O、SF6 の排出等に伴うＣＯ２排出量）
スコープ2：間接排出（購入した電気や熱の使用に伴うＣＯ２排出量）
スコープ3：その他の間接排出（スコープ1とスコープ2以外のＣＯ２排出量）
注）2016年度の実績。四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。

スコープ1：直接排出（燃料、車両燃料の使用やN2O、SF6 の排出等に伴うＣＯ２排出量）
スコープ2：間接排出（購入した電気や熱の使用に伴うＣＯ２排出量）
スコープ3：その他の間接排出（スコープ1とスコープ2以外のＣＯ２排出量）
注）2016年度の実績。四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。
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※： HFCガス重量をHFCの温暖化係数（12～14,800（2014年度までは140～11,700））を用いて、CO２

     の重量に換算。
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《 SF６排出量 》

《 発電電力量構成比※とCO２排出量の推移 》

※：SF６ガス重量をSF６の温暖化係数（22,800（2014年度までは23,400））を用いて、CO２の重量に換算。

（年度）

（年度）

用語集をご覧ください

1. 2016年度の温室効果ガス排出実績

2. 電気の供給面での取組み

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

※1：暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、国が実績値を公表。

※当社を除く、旧一般電気事業者（9社）の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）の平均。

《 九州電力のCO2 排出状況 》

《 販売電力量あたりのＣＯ２排出量の他社比較（調整後） 》 《 サプライチェーン全体における温室効果ガス排出量 》

［　 　　　　　］サプライチェーンＣＯ２排出量
（スコープ1、2、3） ［     　 　　　］スコープ3ＣＯ２排出量の内訳

販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
（⬆）（⬇）はCO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）等に伴う調整前後の増減を表す

CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）

（注1）地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき国が公表した「電気事業者ごとの実排出係数及
び調整後排出係数の算出及び公表について」により算出（他社購入電力量分を含む）

（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得（2016年度は実績なし）による削減分
を上回ったため、2013年度から2016年度は、調整後排出係数が実排出係数を上回りました。

（注3）電力小売の全面自由化に伴い、2016年度実績は小売電気事業者分のみの販売電力量あたりのCO2排
出量、CO2排出量、販売電力量を記載（一般送配電事業者が管理する離島供給分（本土連系の長崎県五
島を除く）は含まない）

　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用しています。機
器の点検・撤去にあたっては、大気中への排出を極力抑制しています。

固定価格買取制度(FIT)の調整により九州電力のCO2排出量が増加する理由

　２０１６年度のＣＯ２排出量は3,750万トン、販売電力量あたりの
ＣＯ２排出量（ＣＯ２排出係数）は0.483kg-ＣＯ２/kWh※1となり、
2015年度からＣＯ２排出量は約10%、ＣＯ２排出係数は約9%減少
しました。これは、川内原子力発電所１、２号機の年間を通した安定
運転（定期検査期間を除く）に加え、販売電力量の減少や再生可
能エネルギーによる発電量の増加などによるものですが、東日本大
震災前と比較すると、依然として高い水準となっています。
　なお、再稼働に向けた取組みを進めている玄海原子力発電所
３、４号機が発電を再開した場合には、ＣＯ２排出量の更なる抑制が
期待できます。
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[4,030]

3,750（⬆）

[3,590]

地球環境問題への取組み
社外ステークホルダーのご意見

多くのＣＯ２を排出する企業なので、削減に努めてほしい。

P.5～6　特集1

　低炭素社会の実現に向け、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ、火力
発電所の熱効率向上などに取り組んでいます。

　東日本大震災前（2010年度）と比較すると、CO2排出量は大幅
に増加していますが、2016年度は、川内原子力発電所1、2号機が
安定して運転（定期検査期間を除く）したことから、発電量全体に占
める火力発電の割合が低下したことなどにより、2016年度のCO2排
出量は2015年度から約430万トン減少しました。
　原子力発電は、再生可能エネルギーと同様に、発電時にCO2を
排出しないことから、地球温暖化対策として優れているとともに、エネ
ルギーセキュリティの観点からも引き続き重要性は変わらないものと
考えています。
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※：他社からの受入電力のうち、燃料種別が特定できないものを除く。なお、本構成比は、販売電力
　  量における電源構成比とは異なる。

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力

10% 18%

72%
67%

，15 ，16

CO2 排出実績

CO2 以外の温室効果ガス排出実績

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用

　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電所
の稼働状況により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の向
上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

　空調機器の冷媒等として使用しています。機器の設置・修理時
に、漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。
　フロン類（規制対象フロン含む）を使用している業務用冷媒機
器等については、2015年４月に施行されたフロン排出抑制法に
基づき、対象機器の点検を徹底し、機器新設時や取替時には、規
制対象フロンを冷媒に使用していない機器の導入を進めていま
す。

【 一酸化二窒素（N2O） 】

【 ハイドロフルオロカーボン（HFC） 】

【 六フッ化硫黄（SF6） 】

日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較については
　　　　　　　　　　　関連・詳細情報（P2参照）　 
　日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較について

●固定価格買取制度（FIT）
●再生可能エネルギー

●温室効果ガス
●CO2 排出クレジット

●サプライチェーン
●スコープ1～3

九州電力詳細は

九州電力

　関連・詳細情報（P2参照）　 オゾン層の保護
九州電力詳細は

関連・詳細情報（P2参照）

1

（kg-CO2/kWh）（kg-CO2/kWh）

九州電力九州電力 他電力平均※他電力平均※
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用語集をご覧ください

●SF6（六フッ化硫黄）
●N2O（一酸化二窒素）
●熱効率
●温暖化係数

●HFC（ハイドロフルオロカーボン）
●オゾン層
●フロン
●規制対象フロン

●フロン排出抑制法
●低炭素社会
●エネルギーセキュリティ
●再生可能エネルギー

第三者機関による保証を
受けた環境データ

第三者機関による保証を
受けた環境データ

●地球温暖化
●ライフサイクル

せん だい

せん だい

スコープ2
約0.01万トン

（0.0%） 資本財
約90万トン
（10.1%）

投資
約330万トン
（37.2%）

その他
約5万トン
（0.5）%

スコープ１、2に
含まれない
燃料及び

エネルギー
関連活動

約470万トン
（52.2%）

スコープ3
約890万ﾄﾝ
（24.4%）

スコープ1
約2,750万ﾄﾝ
（75.4%）

スコープ1：直接排出（燃料、車両燃料の使用やN2O、SF6 の排出等に伴うＣＯ２排出量）
スコープ2：間接排出（購入した電気や熱の使用に伴うＣＯ２排出量）
スコープ3：その他の間接排出（スコープ1とスコープ2以外のＣＯ２排出量）
注）2016年度の実績。四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。

スコープ1：直接排出（燃料、車両燃料の使用やN2O、SF6 の排出等に伴うＣＯ２排出量）
スコープ2：間接排出（購入した電気や熱の使用に伴うＣＯ２排出量）
スコープ3：その他の間接排出（スコープ1とスコープ2以外のＣＯ２排出量）
注）2016年度の実績。四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。
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《 再生可能エネルギーの特徴、課題 》

太陽光
・枯渇する心配がない
・発電時にＣＯ２を発生しない
　
・枯渇する心配がない
・発電時にＣＯ２を発生しない

・発電に伴う追加的なＣＯ２の発生がない
・安定した発電が可能

・発電時にＣＯ２を発生しない
・安定的な発電が可能であり、技術的にも成熟

・発電時にＣＯ２をほとんど発生しない
・天候や昼夜を問わず出力が安定しており、設備利用率が高い

特徴 課題

風力

バイオマス

水力

地熱

・火力、原子力と同じ発電量を得るには、広大な面積が必要
・夜間は発電できず、雨天・曇りの日は発電出力が低下し不安定
・発電コストが高い

・資源の収集、運搬、管理コストがかかる
・木質チップなど一部のバイオマス燃料は安定調達が難しい
・開発地点が限定され、大規模な新規開発には限界がある

・地下資源の完全予測ができないため、開発リスクが高い
・適地が自然に恵まれた場所に多く、周辺環境との調和が必要

・火力、原子力と同じ発電量を得るには、広大な面積が必要
・風況により発電出力が変動し不安定
・騒音（風車の風きり音）が発生
・風況のよい地点が偏在
・発電コストが高い

瑞梅寺ダム小水力発電所（福岡県糸島市）

用語集をご覧ください

●再生可能エネルギー
●バイナリー

●固定価格買取制度（FIT）
●風況
●バイオマス

用語集をご覧ください

●維持流量

八丁原発電所

計 画（約7,000）既 設（約213,000）

※1:2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。
※2:グループ会社による開発。　※3:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。

（2017年5月末現在）

《 地熱発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》

2,00027,50030,00030,000110,00012,500
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（大分県）
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＋4,990

山川バイナリー※2

（鹿児島県）

5,000

菅原バイナリー※2

（大分県）

出  力

0トン 17,300トン98,000トン93,200トン29,600トン286,700トン371,000トン2016年度
CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

【 九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進 】

社外ステークホルダーのご意見地熱やバイオマス発電の拡大に注力すべき

うきは藤波発電所

【 地域との共生を図りながらの水力発電の推進 】
　経済性や立地条件などを総合的に勘案し、地域との共生を図

りながら、河川の維持用水を放水するダムでの維持流量※１発

電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水力発電を含

めた開発に取り組んでいます。

　2017年1月には、大分県が公募した稲葉ダム小水力発電事

業（420kW程度、2019年度着工、2021年度運転開始予定）に、

当社とグループ会社の西技工業㈱、九電みらいエナジー㈱及

び㈱九電工の4社で構成する連合体が事業候補者として選定

されました。

　また、自治体等の小水力発電所建設に対する支援にも取り

組んでおり、福岡県糸島市の瑞梅寺ダム小水力発電所

（100kW、2016年11月運

転開始）、福岡県うきは市

の う き は 藤 波 発 電 所

（162kW、2017年3月運転

開始）の開発に向けた技術

支援を実施しました。

九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進

P.19

 

　地熱発電は、太陽光や風力と違い天候に左右されない安定した再生可能エネルギーです。日本最大規模の八丁原発電所をはじ

め、全国の約４割の設備量を保有するなど、長年にわたり積極的な開発を推進しています。九州はもとより、国内外において、資源

賦存面から有望と見込まれる地域の調査を行い、技術面、経済

性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生を図りなが

ら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。

　新たな地域開発への取組みとして、山下池南部地点（大分県由

布市、九重町）、熊本県南阿蘇村、鹿児島県指宿市や九州域外の北

海道壮瞥町において地熱資源開発の検討や調査を進めていま

す。

　グループ会社では、九電みらいエナジー㈱が、2016年8月から

鹿児島県指宿市の当社の山川発電所構内において、山川発電所

の発電方式では利用できない地熱資源（熱水の熱）を有効活用す

る山川バイナリー発電所の建設を行っています。（2018年2月運

転開始予定）

　

はっちょうばる

　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開発と最大限の受入れにグ

ループ一体となって取り組んでいます。2030年までに、九州電力グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状（180万kW）

＋220万kW）の開発を目指し、再生可能エネルギー事業を展開していきます。

再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ

　私が所属する水力開発事務所では、当社及びグループ会社の
技術・ノウハウを活かし、地域・自治体が計画している水力発電所
開発への技術支援にも取り組んでいます。
　2013年度に福岡県が推進する再生可能エネルギーの地産地
消モデルとなる水力発電所の開発に関する協力要請を受け、導入
に向けた計画立案や事業性評価、法手続きなどの技術支援を実
施しました。
　支援にあたっては、他地点事例を用いた丁寧でわかりやすい説
明や先方の意向に対するタイムリーな提案を心掛けるなどの苦労
もありましたが、2016年11月には県営ダムの放流水を活用した市
町村による水力開発として九州初となる「糸島市瑞梅寺ダム小水
力発電所」、2017年3月には2例目となる「うきは藤波発電所」が完
成しました。
　今後も自治体等から相談があればすぐに駆けつけ、地域一体と
なって九州における水力発電所の普及に取り組んでいきます。

水力開発事務所
開発第１グループ

小 　 晋 太 郎

地域・自治体の水力発電所開発に
対する技術支援を行っています

単位：kW

出　力

発電所 しんこうさ かもしし

（2017年5月末現在）

約1,280,500 7,200
（▲3,900）※4 1,990

2016年度
CO2排出抑制効果※3 2,312,500トン

既　設 計　画（約9,190（▲3,900））

新甲佐
（熊本県）

142か所 　鴨　猪※5

（熊本県）

こ や な ぎ  し ん た ろ う

そう べつ

ずい ばい じ

いな  ば

再生可能エネルギーからの
電力購入について

電力の購入については
関連・詳細情報（P2参照）

電力受給契約件数実績

電力受給契約件数実績については
関連・詳細情報（P2参照）

※：「FITによる買取電力量（全国総量）及び全国平均系数」（経産省HP）を用いて算出。

　FITで導入された再エネは、発電の際にCO2を発生しないため、FITの買取電力量分はCO2排出量を抑制したと考えることができます。

この抑制量を2016年度で試算※すると、全国で約2,400万トンとなります。これは、電気事業低炭素社会協議会の会員事業者42社のう

ち、2015年に事業活動を行っていた39社の温室効果ガス排出量（4億4,100万トン）の5.4%に相当する量です。

【参考】 再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）によるCO2排出抑制効果
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《 水力発電設備※2とCO2排出抑制量（2016年度） 》

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：グループ会社開発分を含む（揚水を除く）。
※3：2016年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※4：既設甲佐発電所の廃止分。
※5：グループ会社による開発。　

http://www.kyuden.co.jp/rate_purchase_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_contract.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_word.html


《 再生可能エネルギーの特徴、課題 》

太陽光
・枯渇する心配がない
・発電時にＣＯ２を発生しない
　
・枯渇する心配がない
・発電時にＣＯ２を発生しない

・発電に伴う追加的なＣＯ２の発生がない
・安定した発電が可能

・発電時にＣＯ２を発生しない
・安定的な発電が可能であり、技術的にも成熟

・発電時にＣＯ２をほとんど発生しない
・天候や昼夜を問わず出力が安定しており、設備利用率が高い

特徴 課題

風力

バイオマス

水力

地熱

・火力、原子力と同じ発電量を得るには、広大な面積が必要
・夜間は発電できず、雨天・曇りの日は発電出力が低下し不安定
・発電コストが高い

・資源の収集、運搬、管理コストがかかる
・木質チップなど一部のバイオマス燃料は安定調達が難しい
・開発地点が限定され、大規模な新規開発には限界がある

・地下資源の完全予測ができないため、開発リスクが高い
・適地が自然に恵まれた場所に多く、周辺環境との調和が必要

・火力、原子力と同じ発電量を得るには、広大な面積が必要
・風況により発電出力が変動し不安定
・騒音（風車の風きり音）が発生
・風況のよい地点が偏在
・発電コストが高い

瑞梅寺ダム小水力発電所（福岡県糸島市）

用語集をご覧ください

●再生可能エネルギー
●バイナリー

●固定価格買取制度（FIT）
●風況
●バイオマス

用語集をご覧ください

●維持流量

八丁原発電所

計 画（約7,000）既 設（約213,000）

※1:2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。
※2:グループ会社による開発。　※3:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。

（2017年5月末現在）

《 地熱発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》

2,00027,50030,00030,000110,00012,500

たき

滝  
がみ

上
（大分県）

    おお

大　
ぎり

霧
（鹿児島県）

山  川
（鹿児島県）

八丁原
（大分県）

大岳
（大分県）

＋2,000

大  岳※3

（大分県）

＋4,990

山川バイナリー※2

（鹿児島県）

5,000

菅原バイナリー※2

（大分県）

出  力

0トン 17,300トン98,000トン93,200トン29,600トン286,700トン371,000トン2016年度
CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
（大分県）

単位：kW

【 九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進 】

社外ステークホルダーのご意見地熱やバイオマス発電の拡大に注力すべき

うきは藤波発電所

【 地域との共生を図りながらの水力発電の推進 】
　経済性や立地条件などを総合的に勘案し、地域との共生を図

りながら、河川の維持用水を放水するダムでの維持流量※１発

電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水力発電を含

めた開発に取り組んでいます。

　2017年1月には、大分県が公募した稲葉ダム小水力発電事

業（420kW程度、2019年度着工、2021年度運転開始予定）に、

当社とグループ会社の西技工業㈱、九電みらいエナジー㈱及

び㈱九電工の4社で構成する連合体が事業候補者として選定

されました。

　また、自治体等の小水力発電所建設に対する支援にも取り

組んでおり、福岡県糸島市の瑞梅寺ダム小水力発電所

（100kW、2016年11月運

転開始）、福岡県うきは市

の う き は 藤 波 発 電 所

（162kW、2017年3月運転

開始）の開発に向けた技術

支援を実施しました。

九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進

P.19

 

　地熱発電は、太陽光や風力と違い天候に左右されない安定した再生可能エネルギーです。日本最大規模の八丁原発電所をはじ

め、全国の約４割の設備量を保有するなど、長年にわたり積極的な開発を推進しています。九州はもとより、国内外において、資源

賦存面から有望と見込まれる地域の調査を行い、技術面、経済

性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生を図りなが

ら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。

　新たな地域開発への取組みとして、山下池南部地点（大分県由

布市、九重町）、熊本県南阿蘇村、鹿児島県指宿市や九州域外の北

海道壮瞥町において地熱資源開発の検討や調査を進めていま

す。

　グループ会社では、九電みらいエナジー㈱が、2016年8月から

鹿児島県指宿市の当社の山川発電所構内において、山川発電所

の発電方式では利用できない地熱資源（熱水の熱）を有効活用す

る山川バイナリー発電所の建設を行っています。（2018年2月運

転開始予定）

　

はっちょうばる

　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開発と最大限の受入れにグ

ループ一体となって取り組んでいます。2030年までに、九州電力グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状（180万kW）

＋220万kW）の開発を目指し、再生可能エネルギー事業を展開していきます。

再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ

　私が所属する水力開発事務所では、当社及びグループ会社の
技術・ノウハウを活かし、地域・自治体が計画している水力発電所
開発への技術支援にも取り組んでいます。
　2013年度に福岡県が推進する再生可能エネルギーの地産地
消モデルとなる水力発電所の開発に関する協力要請を受け、導入
に向けた計画立案や事業性評価、法手続きなどの技術支援を実
施しました。
　支援にあたっては、他地点事例を用いた丁寧でわかりやすい説
明や先方の意向に対するタイムリーな提案を心掛けるなどの苦労
もありましたが、2016年11月には県営ダムの放流水を活用した市
町村による水力開発として九州初となる「糸島市瑞梅寺ダム小水
力発電所」、2017年3月には2例目となる「うきは藤波発電所」が完
成しました。
　今後も自治体等から相談があればすぐに駆けつけ、地域一体と
なって九州における水力発電所の普及に取り組んでいきます。

水力開発事務所
開発第１グループ

小 　 晋 太 郎

地域・自治体の水力発電所開発に
対する技術支援を行っています

単位：kW

出　力

発電所 しんこうさ かもしし

（2017年5月末現在）

約1,280,500 7,200
（▲3,900）※4 1,990

2016年度
CO2排出抑制効果※3 2,312,500トン

既　設 計　画（約9,190（▲3,900））

新甲佐
（熊本県）

142か所 　鴨　猪※5

（熊本県）

こ や な ぎ  し ん た ろ う

そう べつ

ずい ばい じ

いな  ば

再生可能エネルギーからの
電力購入について

電力の購入については
関連・詳細情報（P2参照）

電力受給契約件数実績

電力受給契約件数実績については
関連・詳細情報（P2参照）

※：「FITによる買取電力量（全国総量）及び全国平均系数」（経産省HP）を用いて算出。

　FITで導入された再エネは、発電の際にCO2を発生しないため、FITの買取電力量分はCO2排出量を抑制したと考えることができます。

この抑制量を2016年度で試算※すると、全国で約2,400万トンとなります。これは、電気事業低炭素社会協議会の会員事業者42社のう

ち、2015年に事業活動を行っていた39社の温室効果ガス排出量（4億4,100万トン）の5.4%に相当する量です。

【参考】 再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）によるCO2排出抑制効果
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《 水力発電設備※2とCO2排出抑制量（2016年度） 》

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：グループ会社開発分を含む（揚水を除く）。
※3：2016年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※4：既設甲佐発電所の廃止分。
※5：グループ会社による開発。　

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_word.html


用語集をご覧ください

●バイオマス
●木質（バイオマス）

●下水汚泥（バイオマス）
●利用率

用語集をご覧ください

●風況
●メガソーラー

●環境アセスメント
 （環境影響評価）

●潮流発電

原子力発電

CO2排出抑制効果 約296万トン-CO2 約59万トン-CO2→原子力発電の約1/5 約85万トン-CO2→原子力発電の約1/4

敷地面積 0.6k㎡→福岡 ヤフオク!ドーム約9個分 約58k㎡→原子力発電の約97倍
→福岡 ヤフオク!ドーム約830個分

約214k㎡→原子力発電の約350倍 
→福岡 ヤフオク!ドーム約3,060個分

太陽光発電 風力発電

　太陽光・風力発電（100万kWあたり）のCO２排出抑制効果量は、当社の全電源平均と比較した場合で試算すると、１年あたり、

太陽光発電では約59万トン-CO２（設備利用率14％の場合）、風力発電では約85万トン-CO２（設備利用率20％の場合）です。

　これに対して、原子力発電（100万kW）のCO２排出抑制効果量は、１年あたり、約296万トン-CO２（設備利用率70％の場合）と

なります。

　また、太陽光や風力発電はエネルギー密度が低いため、大量導入には広大な敷地面積が必要となります。

《 原子力・太陽光・風力発電によるCO2排出抑制効果と敷地面積の比較（100万kW相当） 》

出典：敷地面積については、電気事業における環境行動計画2015年度版から抜粋。

【参考】 100万kWあたりの太陽光・風力発電によるCO２排出抑制効果について

《 バイオマス発電・廃棄物発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》 単位：kW

（700トン/年 程度）

バイオマス
（下水汚泥）

松浦※2

（70万kW）
（長崎県）

（重量比で最大1％混焼）

バイオマス
（木質チップ）

苓北※2

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※1

（福岡県）

11,350出力

1,100トン6,400トン37,300トン30,400トン
2016年度
CO2 排出
抑制効果

バイオマス
（鶏糞）

燃料

発電所

みやざき
バイオマス

リサイクル※1

（宮崎県）

（2017年5月末現在）

【 廃棄物の削減にも寄与するバイオマス発電の推進 】

※3 ※3

社外ステークホルダーのご意見
再エネや自然エネルギーを活用する方法を研究してほしい

廃棄物の削減にも寄与するバイオマス発電の推進

P.22

原料の竹チップ 水による改質

乾燥(室温) 改質乾燥竹チップ

潮流発電機

【 周辺環境との調和を考慮した風力発電の推進 】
　開発に向けた風況調査等を行い、長期安定的かつ経済的な発電が可能な有望地点において、

周辺環境との調和も考慮したうえで、グループ会社とともに開発を推進しています。

　グループ会社の串間ウインドヒル（株）は、宮崎県串間市において、串間風力発電所

（64,800kW、2020年10月運転開始予定）の建設を2016年9月に開始しました。これにより、年間

約51,800トンのCO２排出抑制につながると試算しています。

　また、同じくグループ会社の九電みらいエナジー（株）は、佐賀県唐津・鎮西地区における風力

発電事業（最大28,000kW程度、2020年着工予定、2022年運転開始予定）の開始に向けた環境ア

セスメント（環境影響評価）を実施しています。

（鹿児島県）

出　力

発電所

（2017年5月末現在）

※1：2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社による開発。
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（宮崎県）

64,8001,990 12,000

2016年度
CO2 排出抑制効果※1 100トン 800トン 実証試験設備 30,500トン 1,300トン 5,100トン

《 風力発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》 単位：kW

串　間※2

（佐賀県）

最大28,000

唐津・鎮西※2
わし

鷲　
お

尾　
だけ

岳※2

既　設（約68,000） 計　画（約92,800）

太陽光発電については、太陽光発電の概要とあわせて、
メガソーラー大牟田発電所の発電状況をリアルタイムで公開。

リアルタイムデータ（メガソーラー大牟田発電所）
九州電力詳細は

風力発電については、風力発電の概要とあわせて、長島風力発電所
（グループ会社の長島ウインドヒル（株））の発電状況をリアルタイムで公開。

リアルタイムデータ（長島風力発電所）
九州電力詳細は 関連・詳細情報（P2参照）

大村メガソーラー発電所

《 太陽光発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》

3,000 17,480 約14,200出力

既　設（約47,000） 計画（約43,500）
メガソーラー

大牟田
（福岡県）

その他
メガソーラー※2

10,000

佐世保
メガソーラー※2

（長崎県）

大村
メガソーラー※2

（長崎県）

約43,500※3

その他
メガソーラー※2

※1：2016年度の販売電力量あたりのCO²排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社（九電みらいエナジー（株）、宗像アスティ太陽光発電（株））による開発。
※3：共同開発（レナトス相馬ソーラーパーク：43,500kW）を含む。

※1：グループ会社による開発。
※2：既設石炭火力発電所における混焼。
※3：2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。

（2017年5月末現在）

単位：kW

約2,700

1,700トン 11,800トン 9,100トン2016年度
CO２排出抑制効果※1 6,200トン －

事業所等への
設置

発電所 おおむた

おおむら さぜぼ

【 発電所の跡地等を活用した太陽光発電の推進 】
　当社発電所跡地等を活用したグループ会社によるメガソーラー開発に取り組んで

おり、九電みらいエナジー（株）は、2016年8月に大村メガソーラー第4発電所（長崎

県大村市）の運転を開始しました。これにより、当発電所（第1～第4）の総出力は

17,480kWとなり、2016年度は約11,800トンのCO2排出量を抑制しました。また、

同社は、2017年2月、九州域外では初めてとなる東広島メガソーラー発電所（広島県

東広島市、出力1,000kW）の運転を開始しました。

【 潮の満ち干きを利用した潮流発電の実証事業 】
　九電みらいエナジー（株）と特定非営利活動法人長崎海洋産

業クラスター形成推進協議会他2社からなるコンソーシアム

（共同事業体）は、環境省が公募した潮流発電技術実用化推進事

業に事業者として選定され、長崎県五島市沖の奈留瀬戸海域

で、国内初となる商用スケールで大規模な潮流発電（2,000kW）

の実証に向け、潮流調査を開始しています。（実証期間：2016年

～2019年の予定）

　エネルギー資源の確保及びCO2排出抑制の観点から、バイオマ
スの有効活用が望まれています。私は、未利用バイオマスである

『竹』に着目し、持続可能な発電用燃料として、当社の火力発電所
で石炭と混焼して、高効率で電気エネルギーに変換する技術につ
いて研究しています。
　一方、竹は一般的に、水分や繊維質が多く、燃焼後の灰が溶け
やすい等の課題があるので、ボイラ等の燃料としては使用が難しい
ことがわかっています。そこで、燃料の取扱いや燃焼方法等の多く
の項目について検討する必要があり、社内外の多くの方々の協力
をいただきながら取組みを進めています。
　かつてエジソンが、竹を白熱電球のフィラメントに採用し、電気に
よる明かりを発明したように、再び『竹』が「ずっと先まで明るくしてく
れれば」と思っています。

総合研究所
エネルギー開発グループ

江 頭  孝

石炭混焼燃料としての
竹バイオマス活用を研究しています

え が し ら 　  た か し

　バイオマス発電は、経済性や燃料の安定調達面等に加え、廃棄物の削減にも寄与することか

ら、石炭火力発電所において石炭とバイオマス資源を混合し燃料として使用するバイオマス混焼

に取り組んでおり、苓北発電所では木質チップ、松浦発電所では固形化した下水汚泥を石炭に

混ぜて、ボイラーの燃料として使用しています。

　さらに、グループ会社のみやざきバイオマスリサイクル（株）では、鶏糞を燃料としたバイオマス

発電の安定操業を継続するなど、廃棄物の削減にグループ一体となって取り組んでいます。

　また、将来的な実現可能性として、九州地方に賦存量が多く、樹木と比べ圧倒的に早いサイクルで成長する「竹」に着目し、石炭火力発電

所での混焼用燃料としての利用について研究するなど、バイオマス燃料の選択肢拡大にも積極的に取り組んでいます。

　関連・詳細情報（P2参照）

形　式

出　力

直　径

高　さ

重　量

回転数

センターオープン方式
海底設置型

2,000kW

約16m

約27m

約1,200t

10～16回転/分

〔基本仕様〕
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用語集をご覧ください

●バイオマス
●木質（バイオマス）

●下水汚泥（バイオマス）
●利用率

用語集をご覧ください

●風況
●メガソーラー

●環境アセスメント
 （環境影響評価）

●潮流発電

原子力発電

CO2排出抑制効果 約296万トン-CO2 約59万トン-CO2→原子力発電の約1/5 約85万トン-CO2→原子力発電の約1/4

敷地面積 0.6k㎡→福岡 ヤフオク!ドーム約9個分 約58k㎡→原子力発電の約97倍
→福岡 ヤフオク!ドーム約830個分

約214k㎡→原子力発電の約350倍 
→福岡 ヤフオク!ドーム約3,060個分

太陽光発電 風力発電

　太陽光・風力発電（100万kWあたり）のCO２排出抑制効果量は、当社の全電源平均と比較した場合で試算すると、１年あたり、

太陽光発電では約59万トン-CO２（設備利用率14％の場合）、風力発電では約85万トン-CO２（設備利用率20％の場合）です。

　これに対して、原子力発電（100万kW）のCO２排出抑制効果量は、１年あたり、約296万トン-CO２（設備利用率70％の場合）と

なります。

　また、太陽光や風力発電はエネルギー密度が低いため、大量導入には広大な敷地面積が必要となります。

《 原子力・太陽光・風力発電によるCO2排出抑制効果と敷地面積の比較（100万kW相当） 》

出典：敷地面積については、電気事業における環境行動計画2015年度版から抜粋。

【参考】 100万kWあたりの太陽光・風力発電によるCO２排出抑制効果について

《 バイオマス発電・廃棄物発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》 単位：kW

（700トン/年 程度）

バイオマス
（下水汚泥）

松浦※2

（70万kW）
（長崎県）

（重量比で最大1％混焼）

バイオマス
（木質チップ）

苓北※2

（140万kW）
（熊本県）

29,200

一般廃棄物

福岡クリーン
エナジー※1

（福岡県）

11,350出力

1,100トン6,400トン37,300トン30,400トン
2016年度
CO2 排出
抑制効果

バイオマス
（鶏糞）

燃料

発電所

みやざき
バイオマス

リサイクル※1

（宮崎県）

（2017年5月末現在）

【 廃棄物の削減にも寄与するバイオマス発電の推進 】

※3 ※3

社外ステークホルダーのご意見
再エネや自然エネルギーを活用する方法を研究してほしい

廃棄物の削減にも寄与するバイオマス発電の推進

P.22

原料の竹チップ 水による改質

乾燥(室温) 改質乾燥竹チップ

潮流発電機

【 周辺環境との調和を考慮した風力発電の推進 】
　開発に向けた風況調査等を行い、長期安定的かつ経済的な発電が可能な有望地点において、

周辺環境との調和も考慮したうえで、グループ会社とともに開発を推進しています。

　グループ会社の串間ウインドヒル（株）は、宮崎県串間市において、串間風力発電所

（64,800kW、2020年10月運転開始予定）の建設を2016年9月に開始しました。これにより、年間

約51,800トンのCO２排出抑制につながると試算しています。

　また、同じくグループ会社の九電みらいエナジー（株）は、佐賀県唐津・鎮西地区における風力

発電事業（最大28,000kW程度、2020年着工予定、2022年運転開始予定）の開始に向けた環境ア

セスメント（環境影響評価）を実施しています。

（鹿児島県）

出　力

発電所

（2017年5月末現在）

※1：2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社による開発。
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64,8001,990 12,000

2016年度
CO2 排出抑制効果※1 100トン 800トン 実証試験設備 30,500トン 1,300トン 5,100トン

《 風力発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》 単位：kW
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既　設（約68,000） 計　画（約92,800）

太陽光発電については、太陽光発電の概要とあわせて、
メガソーラー大牟田発電所の発電状況をリアルタイムで公開。

リアルタイムデータ（メガソーラー大牟田発電所）
九州電力詳細は

風力発電については、風力発電の概要とあわせて、長島風力発電所
（グループ会社の長島ウインドヒル（株））の発電状況をリアルタイムで公開。

リアルタイムデータ（長島風力発電所）
九州電力詳細は 関連・詳細情報（P2参照）

大村メガソーラー発電所

《 太陽光発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》

3,000 17,480 約14,200出力

既　設（約47,000） 計画（約43,500）
メガソーラー

大牟田
（福岡県）

その他
メガソーラー※2

10,000

佐世保
メガソーラー※2

（長崎県）

大村
メガソーラー※2

（長崎県）

約43,500※3

その他
メガソーラー※2

※1：2016年度の販売電力量あたりのCO²排出量（調整後）を使用して試算。
※2：グループ会社（九電みらいエナジー（株）、宗像アスティ太陽光発電（株））による開発。
※3：共同開発（レナトス相馬ソーラーパーク：43,500kW）を含む。

※1：グループ会社による開発。
※2：既設石炭火力発電所における混焼。
※3：2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。

（2017年5月末現在）

単位：kW

約2,700

1,700トン 11,800トン 9,100トン2016年度
CO２排出抑制効果※1 6,200トン －

事業所等への
設置

発電所 おおむた

おおむら さぜぼ

【 発電所の跡地等を活用した太陽光発電の推進 】
　当社発電所跡地等を活用したグループ会社によるメガソーラー開発に取り組んで

おり、九電みらいエナジー（株）は、2016年8月に大村メガソーラー第4発電所（長崎

県大村市）の運転を開始しました。これにより、当発電所（第1～第4）の総出力は

17,480kWとなり、2016年度は約11,800トンのCO2排出量を抑制しました。また、

同社は、2017年2月、九州域外では初めてとなる東広島メガソーラー発電所（広島県

東広島市、出力1,000kW）の運転を開始しました。

【 潮の満ち干きを利用した潮流発電の実証事業 】
　九電みらいエナジー（株）と特定非営利活動法人長崎海洋産

業クラスター形成推進協議会他2社からなるコンソーシアム

（共同事業体）は、環境省が公募した潮流発電技術実用化推進事

業に事業者として選定され、長崎県五島市沖の奈留瀬戸海域

で、国内初となる商用スケールで大規模な潮流発電（2,000kW）

の実証に向け、潮流調査を開始しています。（実証期間：2016年

～2019年の予定）

　エネルギー資源の確保及びCO2排出抑制の観点から、バイオマ
スの有効活用が望まれています。私は、未利用バイオマスである

『竹』に着目し、持続可能な発電用燃料として、当社の火力発電所
で石炭と混焼して、高効率で電気エネルギーに変換する技術につ
いて研究しています。
　一方、竹は一般的に、水分や繊維質が多く、燃焼後の灰が溶け
やすい等の課題があるので、ボイラ等の燃料としては使用が難しい
ことがわかっています。そこで、燃料の取扱いや燃焼方法等の多く
の項目について検討する必要があり、社内外の多くの方々の協力
をいただきながら取組みを進めています。
　かつてエジソンが、竹を白熱電球のフィラメントに採用し、電気に
よる明かりを発明したように、再び『竹』が「ずっと先まで明るくしてく
れれば」と思っています。

総合研究所
エネルギー開発グループ

江 頭  孝

石炭混焼燃料としての
竹バイオマス活用を研究しています

え が し ら 　  た か し

　バイオマス発電は、経済性や燃料の安定調達面等に加え、廃棄物の削減にも寄与することか

ら、石炭火力発電所において石炭とバイオマス資源を混合し燃料として使用するバイオマス混焼

に取り組んでおり、苓北発電所では木質チップ、松浦発電所では固形化した下水汚泥を石炭に

混ぜて、ボイラーの燃料として使用しています。

　さらに、グループ会社のみやざきバイオマスリサイクル（株）では、鶏糞を燃料としたバイオマス

発電の安定操業を継続するなど、廃棄物の削減にグループ一体となって取り組んでいます。

　また、将来的な実現可能性として、九州地方に賦存量が多く、樹木と比べ圧倒的に早いサイクルで成長する「竹」に着目し、石炭火力発電

所での混焼用燃料としての利用について研究するなど、バイオマス燃料の選択肢拡大にも積極的に取り組んでいます。

　関連・詳細情報（P2参照）

形　式

出　力

直　径

高　さ

重　量

回転数

センターオープン方式
海底設置型

2,000kW

約16m

約27m

約1,200t

10～16回転/分

〔基本仕様〕
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用語集をご覧ください

●環境家計簿
●スマートメーター
●HEMS（ホームエネルギー  
  マネジメントシステム）

●ビル・エネルギー管理　 
　システム（BEMS）
●九電ホームアドバイザー

用語集をご覧ください

●再生可能エネルギー
●蓄電池
●送配電ロス（率）

●コンバインドサイクル
●超々臨界圧（USC）
●熱効率

●発熱量

3. 電気の使用面での取組み
　お客さまの省エネにつながる取組みを進めるとともに、当社事業所においても一層の省エネ活

動に取り組んでいます。

社外ステークホルダーのご意見
エネルギー自給率が低い中でいかに省エネするかが重要

お客さまとともに進める省エネ活動

P.24

お客さまとともに進める省エネ活動

火力発電の熱効率の維持・向上

　お客さま向け会員サイト「キレイライフプラス」では、楽し

みながら省エネにつながる専門家の暮らしの知恵や工夫を

「プロのオススメ『省エネアドバイス』」として掲載するととも

に、ポイントについては動画で解説を加えるなど、お客さまの

省エネに役立つ情報を分かりやすく紹介しています。

　また、この「キレイライフプラス」に会員登録いただいた方

は、「同じ料金プランの平均使用量との比較」ができるととも

に、「家族構成が似た家庭

との電気使用量を比較で

きる“省エネランキング”

が確認できる」など、ご家

庭での省エネの取組み状

況を客観的に確認・評価

することができます。

「みらいくんの環境家計簿」は九州電力ホームページ

　関連・詳細情報（P2参照）　 みらいくんの環境家計簿
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）
　 よく分かる電気の省エネ

ご家庭における省エネ方法の例は

　関連・詳細情報（P2参照）
　 電気の省エネ手法のご紹介

省エネに関する情報は

　関連・詳細情報（P2参照）
　省エネ関連情報

省エネに関する情報は

　関連・詳細情報（P2参照）
　技術開発における取組み

省エネに関する情報は

【 省エネ情報の提供 】

　お客さまのご家庭で排出されるCO２排出量を見える化する

ツールとして、環境家計簿をホームページで提供しています。

　今後、お客さまの省エネ・低炭素化への取組みを支援するた

め、類似家庭とのCO２排出量の比較や、簡易な省CO２アドバイ

スの提供に向けた機能改善を予定しています。

【環境家計簿による省エネアドバイス 】

　事業所におけるエネルギー使用実態（時間帯別、用途別の電

力使用量）を見える化し、エネルギー使用量の最適化を図るた

め、ビル・エネルギー管理システム（BEMS）を14事業所（3支社、

11営業所、2017年3月末現在）に導入しており、着実かつ効果的

な省エネへの取組みを進めています。

【ビル・エネルギー管理システム（BEMS） の活用】

　スマートメーターで計測した30分毎の電気使用量をお客

さま宅内のＨＥＭＳ（ホームエネルギーマネジメントシステ

ム）に送信するサービスを提供しています。これにより、お客

さまは電気の使用量を自宅でリアルタイムに確認でき、電気

の使い方を工夫することで、より効率的な省エネを行うこと

ができます。

【 電力メーター情報発信サービス 】

省エネランキング
電力メータ情報発信サービスのイメージ

　電力の安定供給を前提として、各種再生可能エネルギーの特徴を活かしながら、再生可能エネルギーをバランスよく最大限受け入

れています。

　このため、天候によって大きく変動する再生可能エネルギーの出力に対応した需給運用方策の検討、実施に取り組んでいます。

　火力発電については燃料使用量及びCO２排出の抑制の観点

から、総合熱効率の維持・向上に取り組んでいます。

　2016年度は、川内原子力発電所が安定して運転（定期検査を

除く）したため、熱効率の低い石油火力発電所の稼働率が低下

したこと、及び高効率の新大分発電所３号系列第４軸の営業運

転開始などにより、2015年度実績を上回る40.4％（送電端）と

なりました。

　また、現在建設中の松浦発電所２号機（2019年１2月営業運

転開始予定）は、発電方式に最新鋭技術の『超々臨界圧（ＵＳＣ）

微粉炭火力』を採用し、高効率化や燃料消費量及び環境負荷の

低減を図ることとしています。

送配電ロスの低減
　送電線や配電線で失われる電気（送配電ロス）の低減への取

組みは、効率よく電気をお届けするとともに、火力発電所の燃料

使用量削減やCO２排出量抑制にもつながります。

　これまでの送電電圧の高電圧化や低損失型変圧器の導入な

どの結果、当社の2016年度の送配電ロス率は4.81％となって

おり、国際的にも低い水準を維持しています。

再生可能エネルギー受入れへの対応

【 大容量蓄電システムの運用開始 】
　当社では、電力の安定供給を前提として、各種再生可能エネルギーの特徴を活

かしながらバランスよく最大限受入れるよう、様々な取組みを進めています。

　その取組みの一つとして、国の大容量蓄電システム需給バランス改善実証事業

を受託し、2016年3月に豊前蓄電池変電所を新設しました。同変電所では太陽光

発電の出力に応じて蓄電池の充放電を行い、需給バランスの改善に活用するとと

もに、大容量蓄電システムの効率的な運用方法等の実証試験を実施しました。

（2015年度～2016年度）

　今後も、実証試験で得られた知見・技術を活用し、実運用において、出力制御量

の削減に活用していきます。
豊前蓄電池変電所の全景

　私は九電ホームアドバイザーと共に公民館を訪問し、「省エネ講
座」を開催しています。家庭で簡単にできる省エネについてフリップ等
を使い分かりやすく説明するとともに、牛乳パック等の廃材を利用し
た「エコグッズ作り」を行い、楽しく講座を進めるよう工夫しています。
　お客さまから「早速家に帰って実践するね」、「今度は別のエコグッ
ズが作りたい」などのお声をいただき、今後の励みになっています。
　また、参加されたお客さまからＩＨ料理教室等の他の講座への申込
をいただくこともあり、省エネ講座をきっかけに地域のお客さまと触れ
合う機会が増えてきています。
　今後も省エネ講座等を通し
て「エネルギーの相談係」と
思っていただけるよう、日々の
活動を懸命に取り組んでいき
ます。

福岡東営業所
営業計画グループ

瀬 戸 口 優 奈

九電ホームアドバイザーと共に
お客さまとの繋がりを深めています！
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出典：電気事業便覧（平成28年版）より作成。
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※１：ＩＰＰ事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト
※２：当該国のＣＯ２排出係数は、「CO２ EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION 2016 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが2014年のため、2014年実績で算出）。

4. 省エネ・省資源活動の展開

5. 国際的な温暖化対策への貢献

低燃費車の導入やエコドライブによるCO2排出抑制

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ

　関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組み
九州電力詳細は

単位：km/ℓ

'90 '14 （年度）'15 '16

12.712.7

11.411.4

12.712.7 12.712.7

　社用車におけるCO2排出抑制やコピー用紙などの省エネ・省資源活動についても取組みを推進しています。

　中長期的な地球温暖化対策の観点から、2020年度末まで

に1,000台程度の電気自動車（プラグインハイブリッド車を

含む）の導入を目指しています。

　2016年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見送り

ましたが、一般車両約2,250台のうち、これまでに累計で167

台を導入しています。

　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施などに

より、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでいます。

2016年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る12.7km/ℓと

なりました。
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　ペーパーレス化の推進や裏面利用、節水活動の徹底等によ

り、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」の抑制

に取り組んでいます。

　2016年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用

量」は、ともに目標（470トン以下、24㎥/人以下）を達成でき

なかったことから、2017年度はコピー用紙購入量・上水使用

量の抑制に向けた取組みを徹底していきます。

単位：台
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（年度）'15 '20'14 '16

目標値1,000程度

《 電気自動車導入台数（累計） 》

《 一般車両燃料消費率 》

《 コピー用紙購入量・上水使用量の推移 》

サルーラ地熱発電所初号機の全景

　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した高効率の火力発電や、中国に

おける風力発電など、アジア地域を中心にＩＰＰ事業を展開しており、国内のみなら

ず、海外においてもCO2排出抑制に寄与しています。

　2017年3月には、世界最大規模の地熱IPPプロジェクトとして、サルーラ地熱発電所

初号機（10.6万kＷ）が営業運転を開始しました。　建設を進めている、第2号機（2017

年営業運転開始予定）と第３号機（2018年営業運転開始予定）を含めると、発電所の最

終的な総出力は約32万ｋＷになる予定です。

【 ＩＰＰ事業の展開を通じたＣＯ２排出抑制への寄与 】

　海外での高効率火力発電所や、風力発電所の運転（6か国、7プロジェクト※１：持分出力150万ｋＷ）による2014年度のCO2排出

抑制への寄与は、約38万トン※２と試算されます。これは、当社の国内におけるCO2排出量の約0.8％に相当します。

【 ＩＰＰ事業によるＣＯ２排出量抑制 】

　国内外の電気事業で培った九電グループの技術・ノウハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・環境などの

海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。

　2016年度は、太平洋中西部に位置するマーシャル諸島のイバイ島への太陽光発電システム導入に向けた調査やケニアの地熱

発電所の運営に係る調査を行いました。

【 九電グループの技術・ノウハウを活かした海外コンサルティング 】

　東日本大震災以降の厳しい電力需給等を踏まえ、2011年

の夏から継続して、それまでより更に踏み込んだ省エネに九

州電力グループ一体となって取り組んできました。

　2016年度のオフィス電力使用量は57百万kWhとなり、

2010年度比で約29％削減（▲24百万kWh）しました。

　2017年度についても、省エネ・省資源活動の観点から、前

年度と同様の取組みを実施することとしています。

（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。
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当社事務所における省エネの推進～オフィス電力使用量の削減～
《 全社オフィス電力使用量削減実績 》
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海外での事業展開（2016年度）

一般電気事業IPP事業 コンサルティング事業

【メキシコ】 
プロジェクト：トゥクスパン2号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW

（2001年12月営業運転開始）　
プロジェクト：トゥクスパン5号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：49.5万kW

（2006年9月営業運転開始）

【フィリピン】
プロジェクト：イリハン
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：120万kW

（2002年6月営業運転開始）

【台湾】 
プロジェクト：新

シン

桃
タオ

電力
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：60万kW
　2002年3月営業運転開始
　（2010年11月株式取得）

【中国】 
プロジェクト：内蒙古風力
出　　　力：5万kW

（2009年9月営業運転開始）

 ］［

【ベトナム】
プロジェクト：フーミー 3号
発 電 方 式：ガス・コンバインド

サイクル方式
燃　　　料：天然ガス
出　　　力：74.4万kW

（2004年3月営業運転開始）

【インド】 
バラウニ超臨界圧石炭火力
発電所建設事業準備調査

【ウクライナ】 
エネルギーセクターの
情報収集・確認調査

【タンザニア】 
電力システム
マスタープラン
策定支援

【中国】
中国紡織業界省エネ普及
スキーム検討

【ナイジェリア】 
電力マスタープラン
策定プロジェクトの
国内支援調査・受入研修 【インド】 

NTPC石炭火力発電所設備の
余寿命診断

【インド】 
高効率石炭火力発電所の
案件形成調査

【マーシャル】 
イバイ島太陽光発電システム整備
計画準備調査

【カーボヴェルデ】 
再エネ導入と系統安定化のための
情報収集・確認調査

【インドネシア】（初号機運転開始、
　　　　　　  第2・第3号機建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW

（2017年3月：初号機 営業運転開始）
（2007年10月参加権益取得）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW

（2008年9月株式取得）

【ケニア】 
オルカリア地熱発電所の
運営維持管理に係る
情報収集・確認調査

社外ステークホルダーのご意見
社会貢献として、新興国への展開は効果が高い

Ｐ.26
国際的な温暖化対策への貢献

用語集をご覧ください

●地球温暖化
●プラグインハイブリッド車

●電気自動車
●上水

●低燃費車
●エコドライブ

用語集をご覧ください

●IPP（独立系発電事業者）
第三者機関による保証を
受けた環境データ
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※１：ＩＰＰ事業：6プロジェクト・一般電気事業：1プロジェクト
※２：当該国のＣＯ２排出係数は、「CO２ EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION 2016 EDITION（IEA）」に記載の値を用いて試算（掲載の最新データが2014年のため、2014年実績で算出）。

4. 省エネ・省資源活動の展開

5. 国際的な温暖化対策への貢献

低燃費車の導入やエコドライブによるCO2排出抑制

コピー用紙購入量・上水使用量の抑制

委託輸送に係る省エネへの取組みについては九州電力ホームページ

　関連・詳細情報（P2参照）　 委託輸送に係る省エネへの取組み
九州電力詳細は
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　2016年度は、厳しい経営状況を踏まえ、新規導入を見送り

ましたが、一般車両約2,250台のうち、これまでに累計で167

台を導入しています。

　また、低燃費車の導入やエコドライブの確実な実施などに

より、一般車両の燃料消費率向上にも取り組んでいます。

2016年度は、目標（12.0km/ℓ以上）を上回る12.7km/ℓと

なりました。
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り、「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用量」の抑制

に取り組んでいます。

　2016年度の「コピー用紙購入量」と「1人あたりの上水使用

量」は、ともに目標（470トン以下、24㎥/人以下）を達成でき

なかったことから、2017年度はコピー用紙購入量・上水使用

量の抑制に向けた取組みを徹底していきます。
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　ベトナム、フィリピンなどにおける天然ガスを利用した高効率の火力発電や、中国に

おける風力発電など、アジア地域を中心にＩＰＰ事業を展開しており、国内のみなら

ず、海外においてもCO2排出抑制に寄与しています。

　2017年3月には、世界最大規模の地熱IPPプロジェクトとして、サルーラ地熱発電所

初号機（10.6万kＷ）が営業運転を開始しました。　建設を進めている、第2号機（2017

年営業運転開始予定）と第３号機（2018年営業運転開始予定）を含めると、発電所の最

終的な総出力は約32万ｋＷになる予定です。
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抑制への寄与は、約38万トン※２と試算されます。これは、当社の国内におけるCO2排出量の約0.8％に相当します。
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　国内外の電気事業で培った九電グループの技術・ノウハウを活かし、電力基本計画の策定や、発電・送変電・省エネ・環境などの

海外コンサルティングに積極的に取り組み、各国の電力の安定供給や環境改善、人材育成に貢献しています。

　2016年度は、太平洋中西部に位置するマーシャル諸島のイバイ島への太陽光発電システム導入に向けた調査やケニアの地熱

発電所の運営に係る調査を行いました。
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の夏から継続して、それまでより更に踏み込んだ省エネに九

州電力グループ一体となって取り組んできました。

　2016年度のオフィス電力使用量は57百万kWhとなり、

2010年度比で約29％削減（▲24百万kWh）しました。
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年度と同様の取組みを実施することとしています。

（注）発電所や研究所など、オフィスのみの電力量が把握できない事業所を除く。
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　　　　　　  第2・第3号機建設中） 
プロジェクト：サルーラ地熱
出　　　力：約32万kW

（2017年3月：初号機 営業運転開始）
（2007年10月参加権益取得）

【シンガポール】 
プロジェクト：セノコ・エナジー社
出　　　力：330万kW
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オルカリア地熱発電所の
運営維持管理に係る
情報収集・確認調査
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社会貢献として、新興国への展開は効果が高い

Ｐ.26
国際的な温暖化対策への貢献

用語集をご覧ください
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一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙等のオフィス活動に伴う

ものや発電所の貝類、ダムの流木などがあります。これらの一般廃

棄物についても、適切な管理・処理を行うとともに、3Rを実践してい

ます。

【 産業廃棄物の共同回収 】
　全社的かつ恒常的に発生している産業廃棄物については、対象品

目を定め、複数事業所で一括回収後、全量リサイクルする「共同回収」を

行っており、リサイクル率向上に加え、効率的回収による輸送面での環

境負荷低減にも努めています。

【 産業廃棄物の社外埋立処分量の抑制 】
　2016年度の産業廃棄物の社外埋立処分量は、昨年の44トンから148トンに増加しました。引き続き、共同回収の的確な運用などにより、

埋立処分量の抑制に努めます。

　古紙のリサイクルについては、取組みを開始した2002年度以降、

100％リサイクルを継続しており、回収した古紙は、グループ会社の

記録情報マネジメント（株）でコピー用紙やトイレットペーパーなどに再

生されています。

古　 紙

貝　 類

ダム流木

再生紙

路盤材

敷きわらの代用品

100

9

100

1,104

2

2,825

1,104

17

2,825

発生量（トン） リサイクル量（トン）リサイクル率（％）主なリサイクル用途

《 古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2016年度） 》

《 共同回収の流れ 》

リサイクル会社

全量、路盤材・鉄板原料
などへリサイクル

支社

営業所・配電事業所発電所・変電所

●対象品目
　廃プラスチック類、 金属くず、ガラス・陶磁器くず、木製パレット、廃蛍光管、廃乾電池

【 汎用品（事務用品等の市販品） 】
　汎用品については、当社購入基準（個別ガイドライン）に適合した環境配慮製品を原則購入することとしており、2016年度のグリーン調達

率※は約100%となりました。

【 電力用資機材 】
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案をもとに、特に良好と認められる製品を当社の「グリーン製品」として指定し、社内外に公

表するとともに、積極的な調達を行っています。

【 グリーン取引先 】
　積極的に環境活動に取り組まれているお取引先を「グリーン取引先」として指定し、当社ホームページに企業名を掲載させていただくととも

に、見積参加機会の拡大等に配慮しており、合計で233社を指定しています。

当社で発生する一般廃棄物のリサイクル状況

九州電力詳細は
関連・詳細情報（P2参照）

配電用資機材の再使用状況
九州電力詳細は 関連・詳細情報（P2参照）

不当投棄パトロールへの協力
九州電力その他の取組みについては

関連・詳細情報（P2参照）

2. グリーン調達の推進
　製品等の調達の際は、“まずその必要性を十分に精査の上、環境にやさしい製品等の調達を図る”ことを定めた「グリーン調達

制度」を2002年度から導入し、お取引先とも協働して、製品等のグリーン調達に努めています。

用語集をご覧ください

●産業廃棄物
●グリーン調達

●一般廃棄物
●リサイクル率

●グリーン製品
●環境配慮（型）製品

　関連・詳細情報（P2参照）　 グリーン調達制度のご紹介
九州電力詳細は

産業廃棄物

用語集をご覧ください

●循環型社会
●ゼロエミッション
●3R

●産業廃棄物
●石炭灰
●石こう

●リサイクル率
●重原油灰
●汚泥

社外ステークホルダーのご意見限りある資源を将来につなぐためにはゼロエミッション活動が必要P.27～28
廃棄物のゼロエミッション活動の展開

循環型社会形成への取組み2

1. 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
　循環型社会の形成に向け、廃棄物の適正な管理・処理を行うとともに、2001年から3R（リデュース・リユース・リサイクル）を推

進する廃棄物ゼロエミッション活動に取り組んでいます。

　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転に伴う副

産物（石炭灰、石こう）や工事に伴う撤去資材などがあります。これ

らの産業廃棄物については、適切な管理・処理を行うとともに、発

生量の抑制（Reduce：リデュース）、再使用（Reuse：リユース）、再

生利用（Recycle：リサイクル）の3Rを実践しています。
【 再使用（リユース）への取組み 】
　配電工事等で撤去した電力用資機材については、再使用に必要な性

能・品質を有しているかなどを適正に判断し、再使用しています。

【 再生利用（リサイクル）への取組み 】
　2016年度は、発生した産業廃棄物約94万トンをほぼ100%リ

サイクルしました。産業廃棄物の大部分を占める石炭灰について

は、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などへの有効利用を行っ

ており、100％リサイクルしています。

《 産業廃棄物の発生状況とリサイクル率（2016年度） 》

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」において、人の健康または生活環
境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有するため特別管理産業廃棄物として規定されている汚
泥、廃石綿等、廃油、廃アルカリ及び廃酸。
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産業廃棄物の発生量とリサイクル率

九州電力産業廃棄物の発生量とリサイクル率の推移については
関連・詳細情報（P2参照）

配電用資機材の再生利用状況
九州電力その他の取組みについては

関連・詳細情報（P2参照）

九州電力発電所別の廃棄物の発生量等については
関連・詳細情報（P2参照）　発電所別の廃棄物の発生状況

　関連・詳細情報（P2参照）　 石炭灰の新たな有効利用への取組み
九州電力詳細は

【 発生量の抑制（リデュース）への取組み 】
　発電所では、発電設備の保全リスク管理を徹底しており、これに基づ

く適切な工事計画の策定・実施により、廃棄物の発生量抑制に取り組

んでいます。
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※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目が調達率算定の対象）。
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※：当社を除く、旧一般電気事業者（9社）の廃棄物リサイクル率の平均。
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一般廃棄物
　当社で発生する一般廃棄物には、古紙等のオフィス活動に伴う

ものや発電所の貝類、ダムの流木などがあります。これらの一般廃

棄物についても、適切な管理・処理を行うとともに、3Rを実践してい

ます。

【 産業廃棄物の共同回収 】
　全社的かつ恒常的に発生している産業廃棄物については、対象品

目を定め、複数事業所で一括回収後、全量リサイクルする「共同回収」を

行っており、リサイクル率向上に加え、効率的回収による輸送面での環

境負荷低減にも努めています。

【 産業廃棄物の社外埋立処分量の抑制 】
　2016年度の産業廃棄物の社外埋立処分量は、昨年の44トンから148トンに増加しました。引き続き、共同回収の的確な運用などにより、

埋立処分量の抑制に努めます。

　古紙のリサイクルについては、取組みを開始した2002年度以降、

100％リサイクルを継続しており、回収した古紙は、グループ会社の

記録情報マネジメント（株）でコピー用紙やトイレットペーパーなどに再

生されています。
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《 古紙などの一般廃棄物の発生量とリサイクル率（2016年度） 》

《 共同回収の流れ 》

リサイクル会社

全量、路盤材・鉄板原料
などへリサイクル

支社

営業所・配電事業所発電所・変電所

●対象品目
　廃プラスチック類、 金属くず、ガラス・陶磁器くず、木製パレット、廃蛍光管、廃乾電池

【 汎用品（事務用品等の市販品） 】
　汎用品については、当社購入基準（個別ガイドライン）に適合した環境配慮製品を原則購入することとしており、2016年度のグリーン調達

率※は約100%となりました。

【 電力用資機材 】
　お取引先から応募いただいた製品等の情報・提案をもとに、特に良好と認められる製品を当社の「グリーン製品」として指定し、社内外に公

表するとともに、積極的な調達を行っています。

【 グリーン取引先 】
　積極的に環境活動に取り組まれているお取引先を「グリーン取引先」として指定し、当社ホームページに企業名を掲載させていただくととも

に、見積参加機会の拡大等に配慮しており、合計で233社を指定しています。

当社で発生する一般廃棄物のリサイクル状況

九州電力詳細は
関連・詳細情報（P2参照）

配電用資機材の再使用状況
九州電力詳細は 関連・詳細情報（P2参照）

不当投棄パトロールへの協力
九州電力その他の取組みについては

関連・詳細情報（P2参照）

2. グリーン調達の推進
　製品等の調達の際は、“まずその必要性を十分に精査の上、環境にやさしい製品等の調達を図る”ことを定めた「グリーン調達

制度」を2002年度から導入し、お取引先とも協働して、製品等のグリーン調達に努めています。

用語集をご覧ください

●産業廃棄物
●グリーン調達

●一般廃棄物
●リサイクル率

●グリーン製品
●環境配慮（型）製品

　関連・詳細情報（P2参照）　 グリーン調達制度のご紹介
九州電力詳細は

産業廃棄物

用語集をご覧ください

●循環型社会
●ゼロエミッション
●3R

●産業廃棄物
●石炭灰
●石こう

●リサイクル率
●重原油灰
●汚泥

社外ステークホルダーのご意見限りある資源を将来につなぐためにはゼロエミッション活動が必要P.27～28
廃棄物のゼロエミッション活動の展開

循環型社会形成への取組み2

1. 廃棄物のゼロエミッション活動の展開
　循環型社会の形成に向け、廃棄物の適正な管理・処理を行うとともに、2001年から3R（リデュース・リユース・リサイクル）を推

進する廃棄物ゼロエミッション活動に取り組んでいます。

　当社が排出する産業廃棄物には、火力発電所の運転に伴う副

産物（石炭灰、石こう）や工事に伴う撤去資材などがあります。これ

らの産業廃棄物については、適切な管理・処理を行うとともに、発

生量の抑制（Reduce：リデュース）、再使用（Reuse：リユース）、再

生利用（Recycle：リサイクル）の3Rを実践しています。
【 再使用（リユース）への取組み 】
　配電工事等で撤去した電力用資機材については、再使用に必要な性

能・品質を有しているかなどを適正に判断し、再使用しています。

【 再生利用（リサイクル）への取組み 】
　2016年度は、発生した産業廃棄物約94万トンをほぼ100%リ

サイクルしました。産業廃棄物の大部分を占める石炭灰について

は、石炭灰の特性を活かしたセメント原料などへの有効利用を行っ

ており、100％リサイクルしています。

《 産業廃棄物の発生状況とリサイクル率（2016年度） 》

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」において、人の健康または生活環
境に係る被害を生ずる恐れがある性状を有するため特別管理産業廃棄物として規定されている汚
泥、廃石綿等、廃油、廃アルカリ及び廃酸。
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産業廃棄物の発生量とリサイクル率

九州電力産業廃棄物の発生量とリサイクル率の推移については
関連・詳細情報（P2参照）

配電用資機材の再生利用状況
九州電力その他の取組みについては

関連・詳細情報（P2参照）

九州電力発電所別の廃棄物の発生量等については
関連・詳細情報（P2参照）　発電所別の廃棄物の発生状況

　関連・詳細情報（P2参照）　 石炭灰の新たな有効利用への取組み
九州電力詳細は

【 発生量の抑制（リデュース）への取組み 】
　発電所では、発電設備の保全リスク管理を徹底しており、これに基づ

く適切な工事計画の策定・実施により、廃棄物の発生量抑制に取り組

んでいます。
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※：購入した汎用品に占める環境配慮製品の割合（環境配慮製品のある品目が調達率算定の対象）。
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※：当社を除く、旧一般電気事業者（9社）の廃棄物リサイクル率の平均。
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用語集をご覧ください

●環境モニタリング
●生態系

●無電柱化

ダム改造工事等による環境改善（耳川における取組み）

無電柱化の推進

　2005年の台風14号による記録的な降雨の影響で、耳川（宮崎県）では、山の斜面の崩壊や過去最大の浸水など土砂に起因する

甚大な災害が発生したため、当社では、宮崎県主催の「耳川水系総合土砂管理に関する委員会」に参加し流域関係者と一体となっ

て、土砂流下に必要なダムの改造工事や環境変化を把握するための環境モニタリング調査などを実施しています。

　このダム貯水池に流れ込む土砂を下流に流す「ダム通砂運用」により、ダム上流域における川底上昇に伴う浸水リスクの軽減が

図られるとともに、下流河川や沿岸域における川底低下や海岸浸食の抑制、河原の洗浄効果の促進等による生態系を含む流域環

境の改善が期待されます。

【 海外でのダム通砂運用に係る技術・ノウハウの発信 】
　長年ダム排砂を実施しているフランス・ローヌ開発公社及

び京都大学と連名で、アジア水力会議（2016年3月 ラオス開

催）において、「水力発電ダムの計画におけるダム通砂設備の

設計に関するアジア・ヨーロッパからの提案（邦題）」と題し

発表を行いました。発表においては、耳川でのダム通砂運用

検討で培った技術・ノウハウを踏まえ、ダム通砂設備を備え

ておくことは洪水後の河川流量が早期に平常化することや

多様な土砂がダム内に蓄積するのを防ぐために効果的かつ

重要であることを紹介しました。今後も、当社がダム建設や

維持管理で培ってきた技術・ノウハウの国内外への提供・発

信に努めていきます。

●耳川流域の総合的な土砂管理に関わる各種事業を地域、
行政及び当社の連携のもと、継続的に評価・改善しなが
ら進める。

目　　的

●関係市町村長、漁協、森林組合、住民代表、学識者、
宮崎県、国及び当社。

メンバー

●流域共通の管理目標や基本理念及び行動計画の設定。
●流域の各事業に関する実施計画の評価・改善。
●当社は、河川の安全、水の利用及び環境の保全の観点か

ら、中核であるダム通砂運用を継続的に改善。

取組内容

《 耳川水系総合土砂管理に関する委員会（宮崎県主催） 》

土砂流下を行うためのダムの改造（山
やま

須
す

原
ばる

ダム）

改造前

改造後（イメージ）

　関連・詳細情報（P2参照）
　環境アセスメントの手続き

九州電力詳細は

地域環境の保全3
社外ステークホルダーのご意見

環境を壊さないような発電所づくりに取り組んでもらいたい
Ｐ.29 設備形成における環境への配慮

環境アセスメント（環境影響評価）の実施

【 大岳発電所更新計画に係る環境アセスメント 】
　国内初の事業用地熱発電所である大岳発電所（大分県玖珠郡九重町）の老朽化を踏まえ、発電設備の更新計画（出力：12,500kW→

14,500kW）に伴い環境影響評価法等に基づき2013年から実施してきた環境アセスメント手続きを、2016年7月に完了しました。植物調査の結

果、発電所建設工事範囲内で確認された、ヒゴタイやアソノコギリソウなどの希少な植物については、専門家に相談のうえ、工事前に移植を行うな

ど適切な環境保全対策を行います。

【 新知名発電所７号機増設計画に係る環境アセスメント 】
　当社では、法や条例の適用とならない小規模な発電設備についても、地域の環境保全の観点から自主的に環境アセスメントを実施しています。

　鹿児島県沖永良部島で発電を行っている新知名発電所（大島郡知名町）の、７号機の増設計画（出力：4,500kW、2019年6月運転開始予

定）に伴い環境アセスメントを実施しました。動物調査の結果、確認されたオカヤドカリ（国指定天然記念物）については、専門家に相談のうえ適切

な環境保全対策を行います。

　無電柱化については、都市景観への配慮や安全で快適な通行空間の確保等を踏まえ、全国大での同意（国土交通省、関係省庁、電線管理者

等）に基づき1986年度から計画的に進めています。

　これまでの取組みにより、当社管内では、市街地の幹線道路を中心に、約804km（2017年3月末現在）を無電柱化しました。

1. 設備形成における環境への配慮
　電力設備形成時には、設備や地域の特性に応じた適切な環境アセスメントの実施等により、環境配慮を図るとともに、周辺環

境との調和に努めています。

　発電所などの建設にあたっては、環境影響評価法等に基づき、その周辺環境の保全を図るため、自然環境（大気、水質、生物）等の

調査を行い、建設や運用が周辺環境に及ぼす影響を事前に予測・評価し、その結果に基づいて環境保全のための適切な措置を講じ

ています。

ヒゴタイ完成予想図 アソノコギリソウ

動物調査の様子 オカヤドカリ

用語集をご覧ください

●環境アセスメント
 （環境影響評価）

●環境影響評価法
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用語集をご覧ください
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用語集をご覧ください

絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み

●大気汚染
●水質汚濁
●環境保全協定
●SOx（硫黄酸化物）

●NOx（窒素酸化物）　
●富栄養化
●赤潮
●選択取水

●温室効果ガスインベントリ
●生物多様性
●絶滅危惧種
●社有林

●水源涵養
●FSC（森林管理協議会）
●森林管理認証
●吸収固定

●土壌汚染
●PRTR（制度）
●指定化学物質
●石綿（アスベスト）

●PCB（ポリ塩化ビフェニル）

【 発電所更新工事における希少植物への配慮 】

［社有林によるＣＯ２吸収固定］

　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用するた

めに伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.7万トンを差し引

いても、社有林全体で118.4万トンと算定しています。

　 宮 崎 県 の 耳 川 水 系 の中 流 域 に 位 置する塚 原 発 電 所

（63,050kW）の更新工事に伴い実施した環境アセスメント（環

境影響評価）の植物調査で、対象区域内において絶滅危惧種で

あるキエビネ、キンチャクアオイや準絶滅危惧種であるシラン

の生息を確認しました。これらの保護を目的に、工事を開始する

前に他の場所への移植や種まきを行い、３年間にわたる保全措

置を通じて、全ての危惧種が、根付いていることを確認しました。

単位：万トン－CO２《 社有林によるCO２吸収固定量 》

71.971.9
78.078.0

木材として利用
した木々のCO２

固定量
1.7万トン

120.1

119.4119.4 118.4118.4

（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。

'16'14

120.2120.2

'15'01'91 （年度）

キエビネ シラン

　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち毎年４万種が絶

滅しているとも言われており、絶滅の脅威にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に取り組むべき重要な課題となって

います。このため、当社では九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組んでいます。

【 土壌汚染対策 】
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとともに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的に土壌汚染調査を

実施しています。

緑地や希少生物の保全

社外ステークホルダーのご意見
次の世代にも今の環境を残していきたいので環境保全に力を入れてほしいＰ.31～32　

発電所等の環境保全

大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

化学物質の管理

【 大気汚染対策 】

【 水質保全対策 】
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域への影響を低減

するため、周辺海域の特性に応じた取放水方式を採用しています。

　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃山林の整備事業へ

の協力など、水質保全に努めています。

【 PRTR制度 】
　指定化学物質の排出量、移動量を調査、集計し、自主的に結果を公表しています。

【 PCB（ポリ塩化ビフェニル） 】
　当社が保有するＰＣＢが含まれる電気機器等は、法定期限までの無害化完了に向けて計画的な処理を進めています。一部の大型機

器については、グループ会社による洗浄処理の認定取得手続きを進め、2017年度からの洗浄開始に向け、九州電力グループ一体と

なって取り組んでいます。

【 石綿（アスベスト） 】
　当社の建物及び設備の一部に使用される石綿のうち、飛散性のある「吹き付け石綿」は全ての使用箇所で飛散防止対策を完了してい

ます。飛散性のない石綿含有製品については、修繕工事等の機会に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。

【 騒音・振動防止 】
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工事にあたって

も、低騒音・低振動型の建設機械を選定するなどの対策を行っています。

　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸

化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙脱硝装置

等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止に努めています。

　2016年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出量は、

SOxが0.19g/kWh、NOxは0.17g/kWhとなり、いずれも2015年度

実績から減少しました。これは、
せんだい

川内原子力発電所の年間を通した安

定運転（定期検査を除く）などにより、石油火力発電所の発電電力量

が減少したことによるものです。

2.発電所等の環境保全

　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、

これを遵守しています。また、排ガスや排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に

報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基づいた適正な管理を行っています。

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

（年度）'90 '10

0.44

0.21

0.84

0.27

NOxSOx

'14

0.26

0.36

'15 '16

0.24
0.17

0.29

0.19

出典：［海外］（排 出 量）OECD,OECD.StatExtracts（Environment,Air and Climate）
　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2016 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））

※：内燃力発電所は除く
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世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

当社の火力発電所別※のSOx・NOx排出量（2016年度実績）

九州電力
（'16）

0.170.19

　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていくため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧される身近な動植物を

保護するための取組みを推進しています。

【 社有林等の適正管理 】
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ヘクタールの社有林を適切に維持管

理し、水源
かんよう

涵養やＣＯ２の吸収など、森林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。2005年3月には、適正な森林管理が行われている

ことを認証するFSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の電力会社で初めて取得しました。

　関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図
九州電力詳細は
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　関連・詳細情報（P2参照）　 PRTR調査実績(2016年度)
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況
九州電力詳細は
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用語集をご覧ください

絶滅が危惧される希少動植物の保護に関する取組み

●大気汚染
●水質汚濁
●環境保全協定
●SOx（硫黄酸化物）

●NOx（窒素酸化物）　
●富栄養化
●赤潮
●選択取水

●温室効果ガスインベントリ
●生物多様性
●絶滅危惧種
●社有林

●水源涵養
●FSC（森林管理協議会）
●森林管理認証
●吸収固定

●土壌汚染
●PRTR（制度）
●指定化学物質
●石綿（アスベスト）

●PCB（ポリ塩化ビフェニル）

【 発電所更新工事における希少植物への配慮 】

［社有林によるＣＯ２吸収固定］

　社有林により吸収固定されるＣＯ２は、木材として利用するた

めに伐採された木々が固定しているＣＯ２量1.7万トンを差し引

いても、社有林全体で118.4万トンと算定しています。

　 宮 崎 県 の 耳 川 水 系 の中 流 域 に 位 置する塚 原 発 電 所

（63,050kW）の更新工事に伴い実施した環境アセスメント（環

境影響評価）の植物調査で、対象区域内において絶滅危惧種で

あるキエビネ、キンチャクアオイや準絶滅危惧種であるシラン

の生息を確認しました。これらの保護を目的に、工事を開始する

前に他の場所への移植や種まきを行い、３年間にわたる保全措

置を通じて、全ての危惧種が、根付いていることを確認しました。

単位：万トン－CO２《 社有林によるCO２吸収固定量 》

71.971.9
78.078.0

木材として利用
した木々のCO２

固定量
1.7万トン

120.1

119.4119.4 118.4118.4

（注1）森林調査に基づく実測値から日本国温室効果ガスインベントリ算定方法に基づき算定。
（注2）'01年度までのCO２吸収固定量には樹齢15年以下の若木分は含まない。

'16'14

120.2120.2

'15'01'91 （年度）

キエビネ シラン

　地球上の生物は、判っているだけで約175万種、未知の生物も含めると3,000万種とも推測されています。そのうち毎年４万種が絶

滅しているとも言われており、絶滅の脅威にさらされた野生生物の種の保存は、地球レベルで緊急に取り組むべき重要な課題となって

います。このため、当社では九州で絶滅が危惧される身近な動植物の保護に取り組んでいます。

【 土壌汚染対策 】
　有害物質の土壌への排出、漏洩がないように努めるとともに、社有地の売却、用地の購入などにあたっては、自主的に土壌汚染調査を

実施しています。

緑地や希少生物の保全

社外ステークホルダーのご意見
次の世代にも今の環境を残していきたいので環境保全に力を入れてほしいＰ.31～32　

発電所等の環境保全

大気汚染・水質汚濁・騒音などの防止

化学物質の管理

【 大気汚染対策 】

【 水質保全対策 】
　火力・原子力発電所では、機器排水を排水処理装置で適正に処理するとともに、冷却水として使用する海水は、海域への影響を低減

するため、周辺海域の特性に応じた取放水方式を採用しています。

　水力発電所のダム貯水池では、定期的な水質調査、富栄養化対策や赤潮処理、濁水発生時の選択取水、周辺の荒廃山林の整備事業へ

の協力など、水質保全に努めています。

【 PRTR制度 】
　指定化学物質の排出量、移動量を調査、集計し、自主的に結果を公表しています。

【 PCB（ポリ塩化ビフェニル） 】
　当社が保有するＰＣＢが含まれる電気機器等は、法定期限までの無害化完了に向けて計画的な処理を進めています。一部の大型機

器については、グループ会社による洗浄処理の認定取得手続きを進め、2017年度からの洗浄開始に向け、九州電力グループ一体と

なって取り組んでいます。

【 石綿（アスベスト） 】
　当社の建物及び設備の一部に使用される石綿のうち、飛散性のある「吹き付け石綿」は全ての使用箇所で飛散防止対策を完了してい

ます。飛散性のない石綿含有製品については、修繕工事等の機会に合わせて順次、非石綿製品への取替えを進めています。

【 騒音・振動防止 】
　低騒音・低振動型設備の採用や消音器・防音壁の設置、機器の屋内への設置などの対策を行っています。また、建設工事にあたって

も、低騒音・低振動型の建設機械を選定するなどの対策を行っています。

　火力発電所における発電に伴い、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸

化物（ＮＯｘ）等が排出されますが、排煙脱硫装置、排煙脱硝装置

等により可能な限り除去するなど、大気汚染防止に努めています。

　2016年度の火力発電電力量あたりのSOxとNOxの排出量は、

SOxが0.19g/kWh、NOxは0.17g/kWhとなり、いずれも2015年度

実績から減少しました。これは、
せんだい

川内原子力発電所の年間を通した安

定運転（定期検査を除く）などにより、石油火力発電所の発電電力量

が減少したことによるものです。

2.発電所等の環境保全

　発電所等の設備運用にあたっては、法令はもとより、関係自治体と環境保全協定を締結し、

これを遵守しています。また、排ガスや排水等については、モニタリングの結果を関係自治体に

報告するなど、周辺環境についても厳重に管理しています。

　発電所等で取り扱う化学物質については、関係法令に基づいた適正な管理を行っています。

単位：g/kWh火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

（年度）'90 '10
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0.21

0.84

0.27

NOxSOx

'14
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0.36

'15 '16

0.24
0.17

0.29

0.19

出典：［海外］（排 出 量）OECD,OECD.StatExtracts（Environment,Air and Climate）
　　　　　   （発電電力量）IEA,ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2016 EDITION
　　  ［日本］電気事業連合会調べ（10電力+電源開発（株））

※：内燃力発電所は除く
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世界各国の火力発電電力量あたりのSOx・NOx排出量

当社の火力発電所別※のSOx・NOx排出量（2016年度実績）

九州電力
（'16）

0.170.19

　生物多様性に配慮しつつ九州の豊かな自然を守り続けていくため、社有林や発電所緑地の適切な管理や、九州で絶滅が危惧される身近な動植物を

保護するための取組みを推進しています。

【 社有林等の適正管理 】
　当社は、水力発電の安定した水源確保を目的として、阿蘇・くじゅう国立公園区域内を中心に4,447ヘクタールの社有林を適切に維持管

理し、水源
かんよう

涵養やＣＯ２の吸収など、森林の持つ公益的機能の維持・向上に努めています。2005年3月には、適正な森林管理が行われている

ことを認証するFSC（森林管理協議会）の「森林管理認証」を、国内の電力会社で初めて取得しました。

　関連・詳細情報（P2参照）　 火力発電所における環境保全対策のイメージ図
九州電力詳細は
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　関連・詳細情報（P2参照）　 PRTR調査実績(2016年度)
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 土壌調査要領
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 石綿の使用状況
九州電力詳細は
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原子力・ エネルギー図面集 2015

　

原子力発電所

原子力発電所

原子力発電所

ド ラム缶

ド ラム缶
（ 敷地内に安全に保管）

容器に固化
（ 敷地内に安全に保管）

固体

気
体

液
体

紙、布等

焼却、圧縮等で、
容積を減らす

フィルタ・スラッジ、
使用済イオン交換樹脂

減衰
タンク

フィルタ

フィルタ

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

活性炭式希ガスホールド アップ装置
（ 放射性物質の濃度を減衰させる）

排気筒から放出

原子力発電所

海へ放出

再利用

ト レンチ処分

産業廃棄物と
同様の埋設処分

外
気

発電所
建物換気 再利用

ろ過・脱塩

蒸発濃縮

蒸留水
脱塩

濃縮廃液

コンクリ ート ピット に埋設処分

地下に埋設処分

地下50mより
深い地中

放射性廃棄物として扱う 必要のないもの、

または放射性廃棄物でない廃棄物

放射性物質の濃度の極めて低い廃棄物（ コンクリ ート や金属等）

低レベル放射性廃棄物

貯蔵
タンク

（ 放射性物質の濃度を減衰させる）

放射化金属
（ 制御棒や炉内構造物等）

（ 施設内に保管）
切断等

放射性物質の濃度の比較的低い廃棄物

低レベル放射性廃棄物

放射性物質の濃度の比較的高い廃棄物

低レベル放射性廃棄物

8-1-3

原子力発電所の廃棄物処理方法

出典： 電気事業連合会「 放射性廃棄物Q&A」

用語集をご覧ください

●放射性廃棄物
●低レベル放射性廃棄物
●固体廃棄物

●放射性物質
●低レベル放射性廃棄物埋設センター
●高レベル放射性廃棄物

●使用済燃料
●再処理
●放射能

●ガラス固化体
●高レベル放射性廃棄物
 貯蔵管理センター

●最終処分
●産業廃棄物
●フィルター・スラッジ

第三者機関による保証を
受けた環境データ

　関連・詳細情報（P2参照）　 廃棄物の処理（原子力発電所）
九州電力詳細は

【 放射性廃棄物の管理・処理 】
［低レベル放射性廃棄物］

　原子力発電所から発生する廃棄物のうち、微量の放射性物質を含む

ものが「低レベル放射性廃棄物」に分類・管理されます。 

・ 気体状のものは、放射能を減衰させた後、測定を行い、安全を確

認した上で、大気に放出します。 

・ 液体状のものは、処理装置で濃縮水と蒸留水に分け、蒸留水は、放

射能を測定し、安全を確認した上で海へ放出します。 

・ 処理された濃縮廃液は、アスファルトなどで固め、固体状のものは、

焼却や圧縮により容積を減らし、ドラム缶に密閉します。これらのド

ラム缶は発電所内の固体廃棄物貯蔵庫で厳重に保管します。

　その後、日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設センター

（青森県
ろ っ かしょ

六ヶ所村）に搬出・埋設処分され、人間の生活環境に影響

を与えなくなるまで管理されます。

［高レベル放射性廃棄物］

　使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃液に、

ガラス素材を混ぜてガラス固化体にしたものが「高レベル放射性廃

棄物」です。

　この廃棄物は、日本原燃（株）の高レベル放射性廃棄物貯蔵管

理センター（青森県六ヶ所村）で30～50年間冷却のため貯蔵した

後、国の認可法人である原子力発電環境整備機構により最終的

に地下300メートルより深い安定した地層に処分される方針です。

当社分のガラス固化体は、2017年3月末現在で累計187本が同

センターに受け入れられています。

　最終処分については、2017年4月に国の地層処分技術ワーキ

ンググループが地域の科学的な特性（科学的特性マップ）の提示

に向けた要件・基準を取りまとめるなど、国民理解の増進や地域の

合意形成に向けた取組みが進められています。

出典：原子力・エネルギー図面集2015（電気事業連合会）

《 原子力発電所の廃棄物処理方法 》

単位：本（200ℓドラム缶相当）

累計貯蔵量
発生量

発電所内 埋設センター

《 放射性固体廃棄物の発生量、搬出量及び累計貯蔵量 》
（2017年3月末現在）

玄
げん

海
かい

原子力発電所

川
せん

内
だい

原子力発電所

合　 計

搬出量

40,682（40,191）

24,822（23,692）

65,504（63,883）

9,144（9,144）

320（320）

9,464（9,464）

491

1,130

1,621

0

0

0

（注）（　　）内は、2016年3月末時点。

原子力発電所の放射線管理

用語集をご覧ください

●放射線
●放射性物質
●線量（率）

●シーベルト
●環境モニタリング
●放射能

【 放射線や放射能の監視 】【 放射線業務従事者の放射線管理 】

出典：当社パンフレット
「わたしたちの環境とくらしのために
知っておきたい放射線・放射能」

　当社は、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で極力

低減するため、水質管理等による作業場所の線量率の低減や作

業時の遮へいの設置、作業の遠隔化・自動化を行っています。放

射線業務従事者が実際に受けている被ばく線量は、2016年度

実績で平均0.3ミリシーベルトであり、法定線量限度の年間50ミ

リシーベルトを大きく下回っています。

　原子力発電では、運転に伴い様々な放射線が発生します。原子力発電所の安全確保のた

めには、放射線や放射線を出す放射性物質の管理（放射線管理）が必要です。当社では発電

所で働く人と発電所周辺の環境を守るため厳重な放射線管理を行っています。

　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を連続し

て監視・測定し、自治体及び当社ホームページでリアルタイムにデータ

を公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県では定期的に海

水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測定しており、現在まで、

原子力発電所の運転による環境への影響は認められていません。

　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制委員

会のホームページに掲載されています。【 原子力発電所周辺の環境放射線管理 】
　当社の原子力発電所の運転中にはごく微量の放射性物質が放

出されていますが、これに伴う放射線量は、法令で定める限度（年

間1ミリシーベルト）や国が定める目標値（年間0.05ミリシーベルト）

を大きく下回る年間0.001ミリシーベルト未満となっています。

日常生活で受ける放射線

　関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）
九州電力詳細は

社外ステークホルダーのご意見
安全な暮らしのためには放射線管理は大変重要

Ｐ.33～34　
原子力発電所の放射線管理
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原子力・ エネルギー図面集 2015

　

原子力発電所

原子力発電所

原子力発電所

ド ラム缶

ド ラム缶
（ 敷地内に安全に保管）

容器に固化
（ 敷地内に安全に保管）

固体

気
体

液
体

紙、布等

焼却、圧縮等で、
容積を減らす

フィルタ・スラッジ、
使用済イオン交換樹脂

減衰
タンク

フィルタ

フィルタ

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

放射性物質の濃度を
測定し、安全を確認

活性炭式希ガスホールド アップ装置
（ 放射性物質の濃度を減衰させる）

排気筒から放出

原子力発電所

海へ放出

再利用

ト レンチ処分

産業廃棄物と
同様の埋設処分

外
気

発電所
建物換気 再利用

ろ過・脱塩

蒸発濃縮

蒸留水
脱塩

濃縮廃液

コンクリ ート ピット に埋設処分

地下に埋設処分

地下50mより
深い地中

放射性廃棄物として扱う 必要のないもの、

または放射性廃棄物でない廃棄物

放射性物質の濃度の極めて低い廃棄物（ コンクリ ート や金属等）

低レベル放射性廃棄物

貯蔵
タンク

（ 放射性物質の濃度を減衰させる）

放射化金属
（ 制御棒や炉内構造物等）

（ 施設内に保管）
切断等

放射性物質の濃度の比較的低い廃棄物

低レベル放射性廃棄物

放射性物質の濃度の比較的高い廃棄物

低レベル放射性廃棄物

8-1-3

原子力発電所の廃棄物処理方法

出典： 電気事業連合会「 放射性廃棄物Q&A」

用語集をご覧ください

●放射性廃棄物
●低レベル放射性廃棄物
●固体廃棄物

●放射性物質
●低レベル放射性廃棄物埋設センター
●高レベル放射性廃棄物

●使用済燃料
●再処理
●放射能

●ガラス固化体
●高レベル放射性廃棄物
 貯蔵管理センター

●最終処分
●産業廃棄物
●フィルター・スラッジ

第三者機関による保証を
受けた環境データ

　関連・詳細情報（P2参照）　 廃棄物の処理（原子力発電所）
九州電力詳細は

【 放射性廃棄物の管理・処理 】
［低レベル放射性廃棄物］

　原子力発電所から発生する廃棄物のうち、微量の放射性物質を含む

ものが「低レベル放射性廃棄物」に分類・管理されます。 

・ 気体状のものは、放射能を減衰させた後、測定を行い、安全を確

認した上で、大気に放出します。 

・ 液体状のものは、処理装置で濃縮水と蒸留水に分け、蒸留水は、放

射能を測定し、安全を確認した上で海へ放出します。 

・ 処理された濃縮廃液は、アスファルトなどで固め、固体状のものは、

焼却や圧縮により容積を減らし、ドラム缶に密閉します。これらのド

ラム缶は発電所内の固体廃棄物貯蔵庫で厳重に保管します。

　その後、日本原燃（株）の低レベル放射性廃棄物埋設センター

（青森県
ろ っ かしょ

六ヶ所村）に搬出・埋設処分され、人間の生活環境に影響

を与えなくなるまで管理されます。

［高レベル放射性廃棄物］

　使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃液に、

ガラス素材を混ぜてガラス固化体にしたものが「高レベル放射性廃

棄物」です。

　この廃棄物は、日本原燃（株）の高レベル放射性廃棄物貯蔵管

理センター（青森県六ヶ所村）で30～50年間冷却のため貯蔵した

後、国の認可法人である原子力発電環境整備機構により最終的

に地下300メートルより深い安定した地層に処分される方針です。

当社分のガラス固化体は、2017年3月末現在で累計187本が同

センターに受け入れられています。

　最終処分については、2017年4月に国の地層処分技術ワーキ

ンググループが地域の科学的な特性（科学的特性マップ）の提示

に向けた要件・基準を取りまとめるなど、国民理解の増進や地域の

合意形成に向けた取組みが進められています。

出典：原子力・エネルギー図面集2015（電気事業連合会）

《 原子力発電所の廃棄物処理方法 》

単位：本（200ℓドラム缶相当）

累計貯蔵量
発生量

発電所内 埋設センター

《 放射性固体廃棄物の発生量、搬出量及び累計貯蔵量 》
（2017年3月末現在）

玄
げん

海
かい

原子力発電所

川
せん

内
だい

原子力発電所

合　 計

搬出量

40,682（40,191）

24,822（23,692）

65,504（63,883）

9,144（9,144）

320（320）

9,464（9,464）

491

1,130

1,621

0

0

0

（注）（　　）内は、2016年3月末時点。

原子力発電所の放射線管理

用語集をご覧ください

●放射線
●放射性物質
●線量（率）

●シーベルト
●環境モニタリング
●放射能

【 放射線や放射能の監視 】【 放射線業務従事者の放射線管理 】

出典：当社パンフレット
「わたしたちの環境とくらしのために
知っておきたい放射線・放射能」

　当社は、放射線業務従事者の被ばく線量を可能な範囲で極力

低減するため、水質管理等による作業場所の線量率の低減や作

業時の遮へいの設置、作業の遠隔化・自動化を行っています。放

射線業務従事者が実際に受けている被ばく線量は、2016年度

実績で平均0.3ミリシーベルトであり、法定線量限度の年間50ミ

リシーベルトを大きく下回っています。

　原子力発電では、運転に伴い様々な放射線が発生します。原子力発電所の安全確保のた

めには、放射線や放射線を出す放射性物質の管理（放射線管理）が必要です。当社では発電

所で働く人と発電所周辺の環境を守るため厳重な放射線管理を行っています。

　通常の環境モニタリングに加え、発電所周辺の放射線量を連続し

て監視・測定し、自治体及び当社ホームページでリアルタイムにデータ

を公開しています。また、当社及び佐賀県、鹿児島県では定期的に海

水、農作物、海産物などに含まれる放射能を測定しており、現在まで、

原子力発電所の運転による環境への影響は認められていません。

　なお、全国の空間線量測定結果については、原子力規制委員

会のホームページに掲載されています。【 原子力発電所周辺の環境放射線管理 】
　当社の原子力発電所の運転中にはごく微量の放射性物質が放

出されていますが、これに伴う放射線量は、法令で定める限度（年

間1ミリシーベルト）や国が定める目標値（年間0.05ミリシーベルト）

を大きく下回る年間0.001ミリシーベルト未満となっています。

日常生活で受ける放射線

　関連・詳細情報（P2参照）　 原子力発電所の放射線管理
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 リアルタイムデータ（原子力発電所）
九州電力詳細は

社外ステークホルダーのご意見
安全な暮らしのためには放射線管理は大変重要

Ｐ.33～34　
原子力発電所の放射線管理
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エコ・マザーによる環境教育支援

用語集をご覧ください

●絶滅危惧種
●エネルギー・環境教育

　関連・詳細情報（P2参照）　 九電みらいの学校
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 エコ・マザー活動
九州電力詳細は

2. 次世代へのエネルギー・環境教育の展開
　「九電みらいの学校」※の一環として、エネルギー・環境への関心を育む活動を、九州各地で展開しています。

※：エネルギー・環境教育をはじめ、文化・芸術・スポーツの分野において、様々な活動を行う次世代支援プロジェクト。

エコ・マザー活動の様子

　子どもたちへの環境教育支援と保護者の皆さまへの環境

情報の提供を目的とする「エコ・マザー活動」に取り組んでい

ます。

　この活動では、九州各地で地域のお母さま方が「エコ・マ

ザー」として保育園などを訪問し、環境紙芝居の読み聞かせ

等を行い、小さなお子さまに環境への配慮の大切さを伝えて

います。

　2016年度は253回、20,084名のお子さまや保護者の皆さ

まにご参加いただきました。

　なお、これまでの14年間で、約3,400回実施し、約24万名

の皆さまにご参加いただいています。

【 外来種（植物）駆除活動 】
　湿原の生態系を維持するため、外来植物を手作業で根ごと

抜き取る作業を行っています。

　2016年度は、8月7日に実施し、当社社員や家族を含む88

名のボランティアの方々に参加いただきました。

　また、作業終了後には、参加者を対象とした自然観察会を

開催しました。

【 ミヤマキリシマの保護、登山道整備活動 】
　ミヤマキリシマ（大分県準絶滅危惧種）の植生に支障とな

る木（ノリウツギ等）を伐採し、生物多様性を保全するための

活動を実施しています。

　また、山の草花が踏み荒らされたりしないよう登山道の整

備も行っています。

　2016年度は、11月3日に実施し、当社社員やOBを含む73

名のボランティアの方々に参加いただきました。

外来種駆除活動 自然観察会 支障木の伐採 登山道の整備

社外ステークホルダーのご意見
野焼きは、危険を伴い地域の経験者も高齢化しているため、後継者育成はとてもよい活動

くじゅう坊ガツル湿原での環境保全活動

P.35～36

くじゅう坊ガツル湿原での環境保全活動

用語集をご覧ください

●ラムサール条約
●生態系

社会との協調4

【 野焼き活動 】
　かん木や雑草が生い茂ることを防ぎ、植物の新しい芽立ちを促

すことで、湿原の環境を維持する野焼き活動を実施しています。

　野焼き時の周囲への延焼を防ぐ防火帯を準備する「輪地切り」

と「輪地焼き」を毎年8月から9月にかけて実施し、翌年3月に湿原

全体に火をつける「本焼き（野焼き）」を行います。

　2016年度は、地域の方々や当社グループ社員と家族など、の

べ414名のボランティアの方々に参加いただきました。

　くじゅう坊ガツル湿原は、大分県西部に位置し、周囲を九重連山に囲まれた高原性湿原（約53ha）です。多様な地質・地形を反映した希

少な生態系を有することから、2005年に国際的に重要な湿地の保全を目的とする「ラムサール条約」に登録されています。

　当社は、坊ガツル湿原の保全及びその一帯に生息する希少植物の保護のため、環境省や竹田市、「九重の自然を守る会」など、地域の方々

との協働により、長年途絶えていた野焼き活動を2000年に再開しました。現在は、九電みらい財団（2016年5月設立）が中心となり、野焼

き活動のほか、外来種駆除活動や隣接する平治岳（当社社有地）のミヤマキリシマ植生保護活動などの環境保全活動を行っています。

【 活動の充実に向けた取組み 】
　九電みらい財団では、野焼き活動の指導者が、今後不足す

るおそれがあるため、2016年度から九州電力グループ社員

を対象に野焼き活動の担い手となるリーダーの養成研修を

行っています。この研修は、草刈機の扱い方などの実技指導

と活動の経緯や安全講習などの座学で構成されており、初年

度は約30名の九州電力グループ社員が受講しました。

実技指導 安全講習等の様子

輪地切りの様子 本焼き(野焼き)の様子

1. くじゅう坊ガツル湿原一帯における環境保全活動
ぼう

　熊本地震後、ボランティアとして入った阿蘇の山々に残る爪痕を
目の当たりにし、深く心を痛めました。この故郷九州の山々のために
今できることはという思いから、2017年２月、「坊ガツル野焼きリー
ダー養成研修」を受講し、同年３月には実際の野焼き活動に参加し
ました。
　その中で、「人が手を加えることによって守られている自然がある」
ということに気付かされ、長年この活動に取り組まれてきた方々の
思い、そして実践する姿に触れることができました。自然の大きな営
みの中で、謙虚に、そして地道にこの活動の一員としてこれからも
取り組んでいきたいと思います。
　また、私は現在、社員研修所で新入社員教育等に携わっていま
すが、この思いを若手社員にもしっかりと伝えていきたいと思います。

配電本部　配電教育グループ

佐 藤 剛 敏

ふるさとの山々のために、
今できることを

さ と う 　 た け と し

　九電みらい財団のホームページはこちら
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エコ・マザーによる環境教育支援

用語集をご覧ください

●絶滅危惧種
●エネルギー・環境教育

　関連・詳細情報（P2参照）　 九電みらいの学校
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 エコ・マザー活動
九州電力詳細は

2. 次世代へのエネルギー・環境教育の展開
　「九電みらいの学校」※の一環として、エネルギー・環境への関心を育む活動を、九州各地で展開しています。

※：エネルギー・環境教育をはじめ、文化・芸術・スポーツの分野において、様々な活動を行う次世代支援プロジェクト。

エコ・マザー活動の様子

　子どもたちへの環境教育支援と保護者の皆さまへの環境

情報の提供を目的とする「エコ・マザー活動」に取り組んでい

ます。

　この活動では、九州各地で地域のお母さま方が「エコ・マ

ザー」として保育園などを訪問し、環境紙芝居の読み聞かせ

等を行い、小さなお子さまに環境への配慮の大切さを伝えて

います。

　2016年度は253回、20,084名のお子さまや保護者の皆さ

まにご参加いただきました。

　なお、これまでの14年間で、約3,400回実施し、約24万名

の皆さまにご参加いただいています。

【 外来種（植物）駆除活動 】
　湿原の生態系を維持するため、外来植物を手作業で根ごと

抜き取る作業を行っています。

　2016年度は、8月7日に実施し、当社社員や家族を含む88

名のボランティアの方々に参加いただきました。

　また、作業終了後には、参加者を対象とした自然観察会を

開催しました。

【 ミヤマキリシマの保護、登山道整備活動 】
　ミヤマキリシマ（大分県準絶滅危惧種）の植生に支障とな

る木（ノリウツギ等）を伐採し、生物多様性を保全するための

活動を実施しています。

　また、山の草花が踏み荒らされたりしないよう登山道の整

備も行っています。

　2016年度は、11月3日に実施し、当社社員やOBを含む73

名のボランティアの方々に参加いただきました。

外来種駆除活動 自然観察会 支障木の伐採 登山道の整備

社外ステークホルダーのご意見
野焼きは、危険を伴い地域の経験者も高齢化しているため、後継者育成はとてもよい活動

くじゅう坊ガツル湿原での環境保全活動

P.35～36

くじゅう坊ガツル湿原での環境保全活動

用語集をご覧ください

●ラムサール条約
●生態系

社会との協調4

【 野焼き活動 】
　かん木や雑草が生い茂ることを防ぎ、植物の新しい芽立ちを促

すことで、湿原の環境を維持する野焼き活動を実施しています。

　野焼き時の周囲への延焼を防ぐ防火帯を準備する「輪地切り」

と「輪地焼き」を毎年8月から9月にかけて実施し、翌年3月に湿原

全体に火をつける「本焼き（野焼き）」を行います。

　2016年度は、地域の方々や当社グループ社員と家族など、の

べ414名のボランティアの方々に参加いただきました。

　くじゅう坊ガツル湿原は、大分県西部に位置し、周囲を九重連山に囲まれた高原性湿原（約53ha）です。多様な地質・地形を反映した希

少な生態系を有することから、2005年に国際的に重要な湿地の保全を目的とする「ラムサール条約」に登録されています。

　当社は、坊ガツル湿原の保全及びその一帯に生息する希少植物の保護のため、環境省や竹田市、「九重の自然を守る会」など、地域の方々

との協働により、長年途絶えていた野焼き活動を2000年に再開しました。現在は、九電みらい財団（2016年5月設立）が中心となり、野焼

き活動のほか、外来種駆除活動や隣接する平治岳（当社社有地）のミヤマキリシマ植生保護活動などの環境保全活動を行っています。

【 活動の充実に向けた取組み 】
　九電みらい財団では、野焼き活動の指導者が、今後不足す

るおそれがあるため、2016年度から九州電力グループ社員

を対象に野焼き活動の担い手となるリーダーの養成研修を

行っています。この研修は、草刈機の扱い方などの実技指導

と活動の経緯や安全講習などの座学で構成されており、初年

度は約30名の九州電力グループ社員が受講しました。

実技指導 安全講習等の様子

輪地切りの様子 本焼き(野焼き)の様子

1. くじゅう坊ガツル湿原一帯における環境保全活動
ぼう

　熊本地震後、ボランティアとして入った阿蘇の山々に残る爪痕を
目の当たりにし、深く心を痛めました。この故郷九州の山々のために
今できることはという思いから、2017年２月、「坊ガツル野焼きリー
ダー養成研修」を受講し、同年３月には実際の野焼き活動に参加し
ました。
　その中で、「人が手を加えることによって守られている自然がある」
ということに気付かされ、長年この活動に取り組まれてきた方々の
思い、そして実践する姿に触れることができました。自然の大きな営
みの中で、謙虚に、そして地道にこの活動の一員としてこれからも
取り組んでいきたいと思います。
　また、私は現在、社員研修所で新入社員教育等に携わっていま
すが、この思いを若手社員にもしっかりと伝えていきたいと思います。

配電本部　配電教育グループ

佐 藤 剛 敏

ふるさとの山々のために、
今できることを

さ と う 　 た け と し

　九電みらい財団のホームページはこちら
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用語集をご覧ください

●環境月間
●環境コミュニケーション

社外ステークホルダーのご意見
子どもたちへの環境教育に力を入れてほしい
Ｐ.38

次世代への環境教育

【 地域の方々との協働による活動 】

4. 環境月間における取組み

　関連・詳細情報（P2参照）　 環境月間
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 九州ふるさとの森づくり
九州電力詳細は

　毎年6月の1か月間は、「環境月間」として全国で様々な行事が実施されています。当

社においても、環境コミュニケーションを推進するための諸行事を展開しており、

2016年度は、「きゅうでん環境月間エコチャレンジ2016～つたえよう！私たちの思

い、地域とともに～」をテーマに、地域の方々との協働による活動や、次世代への環境

教育などを九州各地で実施しました。

　自治体等主催の清掃活動への参加や環境イベントへの出

展、近隣公園への花植栽など、九電グループ一体となって地

域の思いに寄り添い、地域とともに取組む活動を87事業所で

実施しました。

【 省エネ・街頭キャンペーン 】
　街頭やお客さま対象の省エネ講座などにおいて省エネの

ご協力のお願いを62事業所で実施しました。

　当社の省エネへ

の取組みとして24

事業所でグリーン

カーテンを設置し

ました。

【 次世代への環境教育 】
　地域の園児、小・中学生を対象に、環境やエネルギーに関す

る出前授業、芋掘り（苗付け）や鮎の稚魚放流体験など、次世

代への環境教育を22事業所で実施しました。

佐賀城鯱の門清掃活動（佐賀配電事業所ほか）

グリーンカーテンの設置（福岡営業所）

幼稚園・保育園児による芋苗付けの様子（新大分発電所）

稚魚放流体験の様子（耳川水力整備事務所）

　保育園では、子どもたちへ生きる力の必要性を知り、身に
付けていくための活動に取り組んでいます。年間行事として
九州電力さんにご協力をいただき、さつまいもの苗付け、親
子での収穫を体験しています。青空の下、広大な畑の上に立
ち、土の色や感触、匂いを感じながら土の中から出てくるお
芋に歓声をあげ、「見て見てお芋とれたよ。」と親子で喜びを
共感し合い、子どもたちは土で真っ黒になった手を広げ満面
の笑顔を見せてくれました。
　収穫を通して子どもたちは、食
卓に並ぶ食べ物へ「いただきま
す。」の意味を知り、料理するこ
と、食べること、命の大切さへの
思いがより強まり感謝していけ
ることでしょう。
　今後も活動を通じて自然の大
切さ、命の大切さを子どもたちへ
教えていきたいと思います。

ひよこのくにランド保育園
園長

「さつまいもの収穫体験」

佐々木ひとみさま
さ さ き

15年間実施してきた「九州ふるさとの森づくり」

小・中学校等での出前授業

用語集をご覧ください

●低炭素社会
●生物多様性

社外ステークホルダーのご意見電力について、もう少し子どもたちに伝わるイベントや出前授業を増やして欲しい

P.37 小・中学校等での出前授業

3. 九州ふるさとの森づくり

　エネルギー・環境問題などについて、楽しみながら学んで

もらうことを目的に、九州各地で出前授業を実施していま

す。2016年度は、小・中学校等で479回の出前授業を実施し、

約19,000名の子どもたちとエネルギーや環境について考え

ました。

出前授業の様子

　「九州ふるさとの森づくり」は、2001年度から取り組んでいる植樹や育林活動※で、低炭素社会の実現や生物多様性の保全を目

的として九州各地で実施してきました。

　2015年度でこの取組みは一旦終了することとなりました。これまでの15年間で延べ642箇所、約117万本もの苗木を植樹し、

約15万人の方々にご参加いただきました。
※植樹した苗木の成長を助けるため、植樹後3年程度、苗木の周りの下草刈りを行う活動。

2001年の植林の様子(大分県日田市) 10年後の植林地点の様子

10年後

　2017年２月、鹿児島県大島郡龍郷町立円小学校にて、全校児
童７名を対象に、「電気と省エネを勉強しよう！」をテーマに掲げ、
出前授業を行いました。
　私にとって２度目となる出前授業の講師でしたが、対象となる児
童が２年生から６年生までと年齢差が大きかったことから、低学年
の児童にも理解できるような説明を行うことに苦慮しました。
　子どもたちは、授業が始まる前から、机に置かれた実験器具に興
味津々の様子で、授業が始まってからも積極的な質問が飛び交い
ました。
　その純粋な眼差しや実験結果に対する大きなリアクションを見る
たびに、授業の準備やリハーサルの苦労が喜びに変わりました。
　今後も、エネルギーや環境に興味を抱いてもらえるような取り組
みを積極的に実施していきたいと思います。

奄美配電事業所
託送業務グループ

佐 藤 昭 平

子どもたちの歓声にやりがいを
感じました!

さ と う 　 し ょ う へ い

P.36 次世代へのエネルギー・環境教育の展開
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用語集をご覧ください

●環境月間
●環境コミュニケーション

社外ステークホルダーのご意見
子どもたちへの環境教育に力を入れてほしい
Ｐ.38

次世代への環境教育

【 地域の方々との協働による活動 】

4. 環境月間における取組み

　関連・詳細情報（P2参照）　 環境月間
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 九州ふるさとの森づくり
九州電力詳細は

　毎年6月の1か月間は、「環境月間」として全国で様々な行事が実施されています。当

社においても、環境コミュニケーションを推進するための諸行事を展開しており、

2016年度は、「きゅうでん環境月間エコチャレンジ2016～つたえよう！私たちの思

い、地域とともに～」をテーマに、地域の方々との協働による活動や、次世代への環境

教育などを九州各地で実施しました。

　自治体等主催の清掃活動への参加や環境イベントへの出

展、近隣公園への花植栽など、九電グループ一体となって地

域の思いに寄り添い、地域とともに取組む活動を87事業所で

実施しました。

【 省エネ・街頭キャンペーン 】
　街頭やお客さま対象の省エネ講座などにおいて省エネの

ご協力のお願いを62事業所で実施しました。

　当社の省エネへ

の取組みとして24

事業所でグリーン

カーテンを設置し

ました。

【 次世代への環境教育 】
　地域の園児、小・中学生を対象に、環境やエネルギーに関す

る出前授業、芋掘り（苗付け）や鮎の稚魚放流体験など、次世

代への環境教育を22事業所で実施しました。

佐賀城鯱の門清掃活動（佐賀配電事業所ほか）

グリーンカーテンの設置（福岡営業所）

幼稚園・保育園児による芋苗付けの様子（新大分発電所）

稚魚放流体験の様子（耳川水力整備事務所）

　保育園では、子どもたちへ生きる力の必要性を知り、身に
付けていくための活動に取り組んでいます。年間行事として
九州電力さんにご協力をいただき、さつまいもの苗付け、親
子での収穫を体験しています。青空の下、広大な畑の上に立
ち、土の色や感触、匂いを感じながら土の中から出てくるお
芋に歓声をあげ、「見て見てお芋とれたよ。」と親子で喜びを
共感し合い、子どもたちは土で真っ黒になった手を広げ満面
の笑顔を見せてくれました。
　収穫を通して子どもたちは、食
卓に並ぶ食べ物へ「いただきま
す。」の意味を知り、料理するこ
と、食べること、命の大切さへの
思いがより強まり感謝していけ
ることでしょう。
　今後も活動を通じて自然の大
切さ、命の大切さを子どもたちへ
教えていきたいと思います。

ひよこのくにランド保育園
園長

「さつまいもの収穫体験」

佐々木ひとみさま
さ さ き

15年間実施してきた「九州ふるさとの森づくり」

小・中学校等での出前授業

用語集をご覧ください

●低炭素社会
●生物多様性

社外ステークホルダーのご意見電力について、もう少し子どもたちに伝わるイベントや出前授業を増やして欲しい

P.37 小・中学校等での出前授業

3. 九州ふるさとの森づくり

　エネルギー・環境問題などについて、楽しみながら学んで

もらうことを目的に、九州各地で出前授業を実施していま

す。2016年度は、小・中学校等で479回の出前授業を実施し、

約19,000名の子どもたちとエネルギーや環境について考え

ました。

出前授業の様子

　「九州ふるさとの森づくり」は、2001年度から取り組んでいる植樹や育林活動※で、低炭素社会の実現や生物多様性の保全を目

的として九州各地で実施してきました。

　2015年度でこの取組みは一旦終了することとなりました。これまでの15年間で延べ642箇所、約117万本もの苗木を植樹し、

約15万人の方々にご参加いただきました。
※植樹した苗木の成長を助けるため、植樹後3年程度、苗木の周りの下草刈りを行う活動。

2001年の植林の様子(大分県日田市) 10年後の植林地点の様子

10年後

　2017年２月、鹿児島県大島郡龍郷町立円小学校にて、全校児
童７名を対象に、「電気と省エネを勉強しよう！」をテーマに掲げ、
出前授業を行いました。
　私にとって２度目となる出前授業の講師でしたが、対象となる児
童が２年生から６年生までと年齢差が大きかったことから、低学年
の児童にも理解できるような説明を行うことに苦慮しました。
　子どもたちは、授業が始まる前から、机に置かれた実験器具に興
味津々の様子で、授業が始まってからも積極的な質問が飛び交い
ました。
　その純粋な眼差しや実験結果に対する大きなリアクションを見る
たびに、授業の準備やリハーサルの苦労が喜びに変わりました。
　今後も、エネルギーや環境に興味を抱いてもらえるような取り組
みを積極的に実施していきたいと思います。

奄美配電事業所
託送業務グループ

佐 藤 昭 平

子どもたちの歓声にやりがいを
感じました!

さ と う 　 し ょ う へ い

P.36 次世代へのエネルギー・環境教育の展開
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用語集をご覧ください

●環境経営
●コンプライアンス
●エネルギー管理士
●電気自動車

●公害防止管理者
●環境会計
●環境活動コスト
●温室効果ガス

●プラグインハイブリッド車
●新エネ
●SOx（硫黄酸化物）
●NOx（窒素酸化物）

●産業廃棄物
●環境効率性
●使用済燃料
●汚染負荷量賦課金

●熱効率
●送配電ロス（率）

CO２、SOx、NOxの環境効率性の推移（販売電力量ベース）

CO２ SOx NOx

産業廃棄物の環境効率性の推移（販売電力量ベース）
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200

'11 '12 '13 '14'11 '14'12 '13'10'00'95 '15 '16（年度） '15 '16（年度）'08 '10

環境効率性

※：産業廃棄物については、2008年度より都道府県知事の免許を受けて行っている公有水面埋立工事に用いる石炭灰が“土地造成材（リサイクル材）”に該当するという国の新解釈を得たこと
から、産業廃棄物の環境効率性の基準年度を2008年度とした。

　環境経営の達成度を測り、これを評価する一つのものさしとして、「環境効率性」を算出しています。

　「環境効率性」の指標として、年間の販売電力量を環境負荷量で除した値（環境負荷１単位あたりの販売電力量）を採用しています。

　グラフは、各環境負荷物質について、CO２、SOx、NOxは1995年度、産業廃棄物は2008年度※を基準（100）とした場合における環境

効率性の推移を示しています。

　2016年度のCO２、SOx、NOxの環境効率性については、発電電力量に占める火力発電の割合が減少したことや火力総合熱効率の

維持・向上などに最大限努めたことにより、いずれも2015年度実績を上回りました。

　一方、産業廃棄物の環境効率性についても、産業廃棄物の埋立処分量の減少により、2015年度実績を上回る結果となりました。

環境効率性 ＝
製品・サービス価値【販売電力量】（kWh）

環境負荷量（トン）

　関連・詳細情報（P2参照）　 当社の環境会計
九州電力詳細は

　関連・詳細情報（P2参照）　 環境に配慮した投資の状況
九州電力詳細は

環境管理の推進5 環境活動に伴う経済効果

環境活動コスト

環境活動効果

　関連・詳細情報（P2参照）　 資格保有者数
九州電力詳細は

【 環境業務の担当者を対象とする研修・講演会 】
　事業所の環境業務の担当者を対象に、環境経営の推進やコンプライアンスに必要

な知識の習得など、環境業務全般に係る社内研修を行っています。2016年度は環境

業務を担当する初任者を対象とした研修を8回実施し、97人が受講しました。また、

環境に関する社外の研修・講演会にも積極的に参加しており、2016年度は、23事業

所で216人の社員が参加しました。さらに環境月間においても社内外講師による社

員向け講習会を13事業所で実施し、493人の社員が聴講しました。

【 環境関連の専門家育成 】
　エネルギー管理士や公害防止管理者など、社員の環境関連の資格取得を支援しています。

　2016年度の環境活動コストは、投資額が106億円（前年度比＋6億円）、費用額が387.9億円（前年度比＋16億円）となりました。

投資額の増加は、火力発電設備の増設に伴う環境保全工事等によるものです。また、費用額の増加は放射性廃棄物処理やHFC代替

対策の実施によるものです。

　2016年の温室効果ガス排出量抑制は、原子力発電や新エネ発電・購入などによる効果の増加などに伴い、全体として2015年度

を上回りました。

社外講師による環境講演会（鹿屋営業所）

3. 環境会計
　当社では、より効率的かつ効果的な環境活動の展開を図るため、環境活動に関するコスト（投資額、費用額）及びそれに伴う効

果を定量的に把握・分析するツールである環境会計を活用しています。

（注）四捨五入のため合計値が合わないことがある。
※1：2013年度値をベースラインとして算出（2020年以降の国の温室効果ガス削減目標にあわせ、基準年度を1990年度から2013年度へ変更）。
※2：送配電ロス低減効果や省エネ設備対策効果（kWh）に全電源平均原価（可変費）を乗じて算出。
※3：電気自動車（プラグインハイブリッド車を含む）、ハイブリッド車及び低燃費車の導入を行わなかった場合をベースラインとして算出。
※4：SOx低減量に汚染負荷量賦課金単価を乗じて算出。

　環境活動により節約や収入につながった2016年度の実質的な経済効果は、150.8億円となりました。

　2015年度の効果金額を約30億円上回った主な理由は、火力発電所の熱効率向上による燃料費節減効果が増加したことによ

るものです。

社外ステークホルダーのご意見
環境会計は環境問題への取組みを数値化した、定量的な評価として興味深い

Ｐ.39～40 環境会計

集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2016年4月1日～2017年3月31日　単位：億円

集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2016年4月1日～2017年3月31日

環境活動の分類 主な活動 効果金額

地球環境保全

資源循環

法定負担金の節減

合　　　　計

不用品有価物の売却

リサイクルの実施による最終処分等処理費の節減

SOx排出量の低減による汚染負荷量賦課金の節減※4

廃棄物対策

廃棄物減量

地球温暖化防止
火力発電所の熱効率向上による燃料費節減※1

送配電ロス低減※1、2・省エネルギー※2・低公害車導入※3による燃料費等の節減

20162015

150.8

61.0

2.2

64.7

22.9

120.5

29.2

2.4

63.8

25.2

（注１）四捨五入のため、合計値が合わないことがある。　（注２）投資額は環境保全目的とした設備投資など、資産計上されるものや出資への支出
（注３）原子力・水力等の各発電所の安定運転によるＣＯ２排出抑制に係るコストについては、コスト全体に占める環境保全目的の割合を特定することが困難であるため、算定の対象外

項目 費用額投資額

環境活動に伴うコスト
当社総投資額・総費用額に占める割合
当社総投資額・総費用額

2016201520162015
371.9
2％
16,494

387.9
2%

16,392

100.0
4％
2,841

106.0
4%

2,720

項目 環境活動効果

温室効果ガス排出抑制量（万トン－ＣＯ２）
ＳＯｘ／ＮＯｘ低減量（千トン）
産業廃棄物リサイクル量／適正処分量（千トン）
使用済燃料貯蔵量（体）
支援環境団体数（団体）

20162015
1,383
61／24
847／4
4005
52

1,464
57／24
938／3
4097
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集計範囲：九州電力株式会社　対象期間：2016年4月1日～2017年3月31日　単位：億円
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営1. 環境に関する法規制遵守の状況

　2016年度に主要な環境関連の法令等に基づく改善勧告・命令や罰則の適用を受けた事例はありません。

2. 社員の環境意識高揚
　環境に関する研修や社内外講師による環境講演会などを積極的に実施し、社員一人ひとりの環境意識高揚を図っています。

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_license_holder.html
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http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_word.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_action-plan_management_account_cost.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_action-plan_management_account_effect.html

